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Abstract 

A large amount of conversion from farmland to non-agricultural uses has occurred 

in the “agricultural promotion area"， which was designated to be reserved for 

agricultural purposes. In order to solve the situation， analysis on macroscopic land-use 

change is an essential subject in the field of regional planning. However， many such 

studies deal with the land-use data that are aggregated in certain statistical units such 

as municipality or district， which eliminates the spatial features of the phenomenon. 

The present study aims to clarify the spatial characteristics ofland-use distribution and 

factors of land-use change in Kinki region， Japan， through analyzing 10・metergrid 

land-use data provided by the Geographical Survey Institute of Japan. The study is 

comprised of the following five chapters. 

A此eran introductory description of the thesis in Chapter 1， we discussed over the 

optimal size of the grid land-use data in Chapter 2. Through reviewing several studies 

focused on the characteristics of grid data， it was clarified that the range仕om10 to 100 

meter is a sufficient size to examine the land-use change at great area such as greater 

municipal region. 

In Chapter 3， we estimated the distribution of“steady land uses" and examined its 

relation with other land uses. Many studies on land-use conversion assume that allland 

uses are changeable. However， we can直ndsome types of land use， even including 

agricultural uses， which are in steady state under certain conditions， and抗isimportant 

to clariち， its distribution and factors of steadiness for better understanding of the 

land-use issues. From this viewpoint we employed Spatial Correlation Analysis (SCA) 

method using lattice data to quantify the phenomena. The result indicated that the 

steadiness of agriculturalland and forest at low elevation or gentle slope was low， while 

urban land was found highly steady over the study area. 

Chapter 4 examines the relationships between the distribution of steady 



agricultural land and other geographical variables by Geographically Weighted 

Regression (GWR). Most land-use models consider a homogeneous structure over the 

area， which are indicated by “spatially average" or“global" parameter estimates. 

However as land-use phenomena has its spatial dimension， it seems reasonable to 

assume that relationships with other factors might vary over space and that parameter 

estimates might show significant spatial variation. GWR produces localized parameter 

estimates， which can e油 ibita high degree of variability over space and indica旬 the

presence of spatial nonstationality of the relationships. The analytical results have 

revealed that the relationships between the distribution of steady agriculturalland and 

other geographical variables in the urbanized area are di首erentfrom those in the rural 

area. 

Chapter 5 was dedicated to the main concern of the stud，ぁAlthougha large 

amount of land-use conversion in the agricultural promotion area has been a serious 

issue， no study has tried temporal and spatial analysis of land-use change over a large 

area due to lack of time-series digital data in the agricultural promotion area. We 

arranged time-series lattice data in Osaka Prefecture， covering the total of 160，000 km2 

in 10-meter grid. Spatial distribution of land-use changes in the agricultural promotion 

area over 1978-1992 was analyzed in comparison with that in the urbanization control 

訂 ea.The result showed that land-use change in the urbanization control町 eawas 

outstanding in the early 1980's， while in the latter period the trend has encroached on 

the agricultural promotion area， showing high rate of conversion to residential uses and 

public facilities including effects oflarge-scale road development. 

The conclusion of the study is given in Chapter 6. The above results， which form 

the main p町 tof the thesis， could only be achieved through maximum utilization of 

lattice data with advanced GIS functions and modeling techniques. Such approach can 

be applied for studies at various locations and scales， and is expected to make a new 

contribution to land-use planners from scientific viewpoint. 
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第 1章緒論

1. 1 研究の目的

おおよそ 1970年までの高度経済成長の中，都市やその周辺の土地は無秩序に開

発されてきた。近年では経済の低成長時代を迎え，地球資源の有限性や各種の環

境問題，食料危機への不安などから食や農への関心が高まりつつある。また物の

豊かさから心の豊かさへの意識変化の中で，農地が持つ環境保全機能・生態系保

全機能・景観保全機能などの多面的機能に対する評価も高まりつつある。優良農

地の保全には土地利用計画による制御が有効であるが，都市計画の線引きにおい

ても市街化調整区域内で合法的な乱開発・農地転用が行われてきたことが指摘さ

れている。実効性のある計画制御を図るためには，農地転用の実態とその要因を，

広域的・長期的に明らかにする必要がある。これまでも集計された土地利用の統

計情報を用いた研究はなされてきたが，データの性質から行政界や農業集落等の

集計単位での量的な分析に留まり，土地利用の空間分布を説明・予測するには至

っていない。

近年の土地利用研究で特筆すべきは，地理情報システム (GeographicInformation 

System，以下 GIS)が，重要な役割を果たしていることである。これまでは，分

析結果を地図に表示する作業だけでも膨大な時間と労力を費やしていた。 GISは

これらの作業を容易にすると共に，空間分析の強力なツ-Jレとして研究への応用

範囲が広がっている。そして， GISへの関心が高まると同時に，国土基盤の様々

な空間データが整備され，特に広域的な地域を対象として土地利用研究を行う場

合には，空間データの利用は欠かせない。

わが国の土地利用に関する代表的な空間データとして，国土数値情報と細密数

値情報のメッシュデータがある。国土数値情報は，メッシュの一辺が約 1kmの大

きさで詳細な分析にはやや適さないものの日本全域について整備されている。後

者は一辺が 10mであり，詳細な分析に適しているが，首都圏，中部圏，近畿圏の

3大都市圏にしか整備されていない。また，投影法やメッシュサイズの違いから，

両者を同時に扱い比較を行うことはきわめて難しく，同定誤差の影響を検討する
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必要もあるので，目的に応じ利用者が適当なメッシュデータを選択し，分析する

ことが望ましい。

しかし， GISと空間データの利用可能性は高まりつつあるものの，土地利用の

空間分析を広域かっ詳細に行った研究は少なく，いまだに空間データの特性を十

分に活かしきれていない。

本論では，国土数値情報と細密数値情報のメッシュデータを利用し，都市近郊

農地の複雑な空間分布特性に関して，空間データの持つ空間相関や地域特性，そ

して土地利用計画の効果について分析する。これにより，計画的制御を図る上で

有効な，詳細な土地利用予測モデ、ル構築への基礎となる定量的研究を行うことを

目的とする。

1. 2 本論文の構成

以上のような見地から，本論文は，以下に示す構成をとる。

第 2章「空間分析手法におけるメッシュデータの適用可能性Jでは，国土数値

情報と細密数値情報のメッシュ区分の方法，土地利用および地形データの詳細を

示し，それぞれの特徴と空間分析に対する適用可能性を明らかにする。さらに，

既往研究のレビューから本研究の解くべき課題を具体的に示す。

第 3章「空間相関分析法を用いた土地利用の空間分布分析j では，国土数値情

報の1/10細分区画土地利用メッシュデータを用いて，データの測定問題やデータ

聞の外部効果・波及効果のために発生するデータサンプノレの聞の相関により，土

地利用の分布形態の特性(連担性，排斥性)を定量化する。さらに，土地利用の

分布形態の特性と土地利用変化との関連について分析を行う。

第 4章「地理的重み付け回帰による土地利用モデルの構築j では，地域内の土

地利用構造の空間変動を捉えることのできる「地理的重み付け回帰Jを紹介し，

細密数値情報の 10m土地利用メッシュデータを用いて分析を行う。土地利用構造

の空間変動を把握することができない一般的な重回帰分析と比較して， r地理的重

み付け回帰」の有用性を示し，さらに，得られたパラメータから地域構造の差異

を明らかにする

第 5章「農振白地の土地利用変化動向Jでは，都市近郊農地における農振白地
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の広域的な土地利用変化動向を分析する。都市部における土地利用変化は，ゾー

ニングによる土地利用制御の影響が大きく，この影響を定量的に捉えることが重

要であるという視点、から，土地利用計画図を GISデータベース化し，細密数値情

報 10m土地利用メッシュデータを使用して，オーバ}レイによる空間解析を行う。

第 6章「結論」では，各章の研究の総括を行い，地域計画における土地利用の

空間分析の課題，および可能性と展望について述べる。
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第 2章 空間分析におけるメッシュデータの適用可能性

d主恥ι 帆

地図情報を計算機により管理するアイデアは， 1960年代にアメリカやカナダで

考案され，日本では 1960年代後半に研究が開始された。当初は計算機能力の関係

もあり，地表をほぼ正方形に切ったメッシュについて地理情報を数値化し，その

利用可能性が検討された。その後，メッシュ情報の有効性が理解され，個別に作

成されたメッシュ情報を重ね合わせて利用する必要性から，日本全国についての

メッシュの定義が 1972年に行政管理庁(現総務省)から告示された。

1974年に国土庁(現国土交通省)に国土計画基礎調査費が予算化され，日本の

数値地図データ整備が本格化した。平成 2年度までは，国土庁の調整費を国土地

理院，海上保安庁などのデ}タ作成機関に予算を移管して作成していたが，平成

3年度からは，各省庁でデータを独自に作成することになり，国土庁でもデータ

の作成を行っている。

メッシュデータとは，地域をすき間なく一定の規則で網の自の区域に分け，そ

れぞれの区域に関するデータを編成したものである。したがって，ほぽ同一の大

きさ，および形状の区画を単位として区分されているので，メッシュ相互間の事

象を計量的に比較しやすい。また，その位置や区画が固定されていることから，

市町村などの行政区域の境界変更や地形，地物の変化などの影響を受けることが

なく，地域事象の時系列比較が容易になる。空間分析においては，その形状がほ

ぼ正方形であることから位置の表示が明確であるため，距離に関連した分析やコ

ンビュータによる地閣化が簡単にできるといった利点があげられる。

わが国の広域土地利用の代表的な数値情報には，国土数値情報と細密数値情報

があげられる。これらは，土地利用地目の区分や，調査年度，メッシュの位置や

サイズなどが異なり，相互利用には複雑な作業を伴い，同定作業によるデータ精

度の検討も難しい。分析対象の範囲，利用目的に応じて使い分ける必要がある。

本章では，第 2章で使用する国土数値情報と，第 3章と第 4章で使用する細密

数値情報(近畿圏 *1) のメッシュ区分の方法や，メッシュサイズなどの特徴を示

*1近畿圏整備法に基づく規制市街地およびその近郊整備地帯を中心とする地域
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し，土地利用データを始めとして，第 2章以降で実際に分析に使用したその他の

属性データについても紹介する。さらに，これまでの土地利用研究における空間

分析手法の流れをまとめ，国土数値情報と細密数値情報に対する適用可能性を検

討し，本論で解くべき課題を明らかにする。

2.1 国土数値情報の概要

国土数値情報は，国土に関する諸計画策定事業実施のための基礎資料の提供を

目的として，陸域については日本全域をカバーし，地形，水系，土地利用，地域

指定，地価等を基本的な数値情報として整備したものである。 1981年には一通り

のデータが整備され，その後，経年変化によるデータの更新が 1990年まで行われ

ている。 1991年からは一部の基礎的な項目を対象に更新を継続している。

整備された情報は，国土の自然条件に関するものとして標高，起伏量，傾斜，

地形分類，表層地質，土壌，谷密度，河川，流域等があり，社会的なものとして

は行政界，都市計画等各種地域指定，文化財分布，土地利用，道路・鉄道，地価

等がある。これらの情報は，原則的に縮尺 2万 5千分の 1地形図をベースにして

位置の計測が行われている。データ形式は，ベクター型(ポイント，ライン，ポ

リゴン等)のものと，ラスター型(メッシュ等)のものがある。土地利用データ

は後者の形式を取り，複雑な階層的構造を持っている。以下に，国土数値情報の

メッシュデータの形式について説明する。

2.1.1 メッシュの区分方法

行政管理庁告示 143号「統計に用いる標準地域メッシュおよび標準地域メッシ

ユコードJに基づく標準地域メッシュを用いて，国土数値情報のメッシュデータ

は作成されている。この告示では標準地域メッシュを「基準地域メッシュJ，r分

割地域メッシュJ，および「統合地域メッシュ jの 3種類と定めており，国土数値

情報の各種データの多くは，基準地域メッシュ単位で集計されている。この区画

は，緯度の間隔が 30秒，経度の間隔が 45秒，一辺の長さが約 1kmとなっており，

階層的な地域区画で分割されている。第 1次地域区画と呼ばれる緯度を北緯 20

度から 40分間隔，経度を東経 122度から 1度間隔の区画が日本の陸域をすべてカ
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ノ〈ーし(図 2.1)，これを縦横に 8等分したものが第 2次地域区画となる。そして

第 2次地域区画を縦横に 10等分した区画が基準地域メッシュ(第 3次地域区画)

となり，すべてのメッシュの区画において位置を表すメッシュコードが付せられ

ている。基準地域メッシュのメッシュコードは 8桁からなっている。最初の 4桁

は，第 1次区画のメッシュコードを示しており，このうちの上 2桁は当該区画の

南端緯度を1.5倍した値で，下 2桁は西端経度の下 2桁と同じ値として定義され

ている。次の 2桁は，第 2次地域区画を特定するもので，このうちの上 1桁は第

1次地域区画の縦の等分区画に南から 0""7の番号を付け，これをそれぞれの区画

を示す数字とし，下 1桁は第 1次地域区画の横の等分区画に西から 0""7の番号を

付け，これをそれぞれの区画を示す数字とし，併せて第 2次地域区画のメッシュ

コードとなる。最後の 2桁は，第 3次地域区画を特定するもので，このうちの上

1桁は第 2次地域区画の縦の等分区画に南から 0""9の番号を付け，これをそれぞ

れの区画を示す数字とし，下 1桁は第 2次地域区画の横の等分区画に西から 0""9

の番号を付け，これをそれぞれの区画を示す数字とし，併せて基準地域メッシュ

(第 3次地域区画)のメッシュコードとなる。(図 2.2)。

N

時
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口
口
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500 。 500 

口
凶

∞
 

'-一一一一一一ーー一一ー一一ー-ーーーー

図 2.1 標準地域メッシュの第 1次地域区画
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第 1次地域区画

36
0 

例えば，Aのメッシュコードは

5235 

52 : 340 40' X 1.5=52 

(南端緯度の1.5倍)

35 : 134-100=34 

(西端緯度の下 2桁)

例えば， Bのメッシュコードは

5235-54 

5235 :第 1次地域区画を示すコード

54 :第 2次地域区画を示すコード

例えば， cのメッシュコードは

5235-54-76 

5235 :第 1次地域区画を示すコード

54 :第 2次地域区画を示すコード

76 :第 3次地域区画を示すコード
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第 2次地域区画
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基準地域メッシュ(第 3次地域区画)
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図 2.2 基準地域メッシュの位置とメッシュコードの付け方
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基準地域メッシュの形は，一辺がほぼ lkmの正方形といわれているが，実際に

は，やや横長の長方形となっている。また，基準地域メッシュの面積は，地球上

のどこにあるかによって大きさが異なり，たとえば，札幌市における基準地域メ

ッシュの東西方向の長さは 1，018mであるのに対し，那覇市における基準地域メ

ッシュはし249mで，その差は 231mにもなる。一方，南北方向の長さは，札幌市

の基準地域メッシュの 926mに対し，那覇市の基準地域メッシュが 923mとなって

おり， 3mの差しかない。したがって，面積を求めると，札幌市の基準地域メッシ

ュが約 943，000rrf，那覇市の基準地域メッシュが約 1，153，000rrfと，那覇市の基準

地域メッシュの方が札幌市の基準地域メッシュに比べて約1.2倍大きくなる。そ

のため，広域的なスケーノレで分析を行う際にはメッシュ面積が地域によって異な

ることに留意しなくてはならない。

また，基準地域メッシュをさらに細分化したラスタ形式で整備されているデー

タもある。図 2.3に基準地域メッシュ内の 1110細分区画土地利用の位置を示す。

これは一辺が約 100mの区画であり，一般に 100mメッシュデータとも呼ばれ，区

画内で最大面積を占める土地利用がコード番号で記されている。このデータは，

基準地域メッシュ区画単位にデータを扱う場合には便利であるが，縮尺 2万 5千

分の 1の地図に対応する 2次メッシュ単位でみると，データの並びが複雑となり，

さらに 1次メッシュ区画単位でみると相当複雑になる。なお， GISデータベース

化する際に，国土数

値情報のデータは，

もともとの第 1次地

域区画が正方形では

ないため，直接グリ

ッドフォーマットに

変換すると面積の誤

差が大きいことに留

意しなければならな

し、。

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 

80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 

70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 

60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 

40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 

∞ 01 02 03 04 05 06 。7 08 ω 

図 2.3 基準地域メッシュ内での 1110細分区画の配置
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2.1.2 土地利用メッシュデータ

土地利用データの判別には自動色彩判別法が用いられている。この方法は， 2 

万 5千分の 1地形図上で表 2.1の基準で土地利用現況を分類し，分類ごとに色鉛

筆で塗り分けた計測基図をカラースキャナーで読み取る。読み取りピッチは

O.4mmであり， O.4mm  X O.4mmの画素データが得られる。一般に， 2万 5千分の l

の地形図の各図葉は，投影位置の違いにより，その図郭の大きさが少しずつ異な

る。したがって，その中の画素数も図葉によって異なる。そこで本データでは，

表 2.1 土地利用区分の定義(国土数値情報， 1987年)

No 区分 細区分 定義

国 田 湿田，乾田，沼田，蓮田および岡をいい，季節により畑作物を栽培するものを含む
畑 麦，陸稲，野菜等を栽培する土地をいい，牧草を栽培する草地，芝地等を含む

2 畑
空地(一部)

家屋周辺の樹木とその他の植物の存しない土地をいう(明確に空地と判断できるも
のは畑としない)

3 果樹園 果樹園 りんご，梨，桃，ブドウ等の果樹を栽培する土地をいう

4 
その他の 桑畑，茶畑 桑，または茶を栽培する土地をいう
樹木畑 その他 桐，はぜ，こうぞ，しゅろ等を栽培する土地および苗木畑

広葉樹林・竹林・ 高さ 2m以上の多年生植物の密生している地域を百う。ただし，植林地帯等におい

5 森林
針葉樹林・しゅろ ては，樹の高さが2m以下であっても森林とする。
科樹林
はい松地 はい松，または，はい松の成育している土地
篠地 前さ 2m以下の竹，笹の密生している土地
荒地 雑草地，裸地等をいい，湿地，沼地等で水草が点々と生えている地域を含む
崖(土・岩) 土砂の崩壊等によってできた急斜面をいい，人工的に作られた急斜面を含む

6 荒地
岩 その上部を地表に露出する岩石および地上に散在する岩石等をいう
万年雪 平均並みの気候状態にあって積雪が残雪もしくは氷塊として越年するもの

湿地
常に水を含んだじめじめした土地で，雨期には水をたたえるところをいい，沼地等
を含む

再鉱地 現に鉱物を採掘している場所

総描建物
住宅地，市街地等で建物が密集していて個々の区別がつきにくい場合，これを総描
して表示した建物

独立建物/大
工場，学校等個々の区別がつけられるもの，または区別する必要のある建物(長辺
5伽n以上)

品層建物 3階以上の独立建物
住宅団地 住宅団地(長辺5伽n以上)は街区全域を計上

7 建物用地 建物類似の機築 飛行，場道路の格の納雪庫お，お倉い庫場，等市の場建，物競技場の観覧席，審舎，温室，側壁のない建物，鉄
物 道，
独立建物/小 長辺50m以下の独立建物

2戸以上の家屋 2戸以上の独立建物(小)が近隣(相互間隔13m未満)しているときは総括して計
上する

樹林に屈まれた 建物およびその周囲にある防風林，屋敷森等を含む地区で，他の地区と区別できる
居住地 地区

幹線交通
鉄道 鉄道，駅舎，操作場，側線等の鉄道上関連する敷地

9 用地 道路 幅員 11m以上の記号道路，幅員25m以上の真幅道路，幹線道路に付随するインタ
ーチェンジ，駐車場等の用地

その他の
空地 家湾屋地の周辺の樹林，その他の植物等の存しない土地をいい，学校や工場の敷地，港

10 
区，人工造成地等の空地を含む

用地
その他 ゴルフ場，運動競技場，空港，競馬場，野球場等の特定地区で，建物および水部を

除く部分

湖沼・池 自然湖，人造湖，池，養魚場等で平水時において常に水をたたえているところ(河
川区域内の人工湖は含まない)

11 内水地
河川敷(人工利用 河川区域の河川敷(低水・高水敷，堤防，河川管理施設等)および地形図による河
地は除く) 川敷人工利用地は含まない
河川敷内の人工 河川敷内にある区分1，2， 3， 4， 7，である区域および荒地および用途が判断でき
利用地 ない空地を除く地域

14 海浜 海浜 海岸に接する砂，れき，岩の区域
15 海水域 海水域 隠顕岩，千潟は海本壁土f年水塘り丞貫利用も準型携，シパ スも含む

10 



図郭の上辺・下辺，左辺・右辺をそれぞれ 1，000等分した正規化画素を定義し，

それらに色彩コードを与えている。これは， 3次メッシュの 11100細分区画 (10m

メッシュ)に相当する。国土数値情報の r1/10細分区画土地利用データ」とは，

これを原データとし， 3次メッシュの 1110細分区画 (100mメッシュ)ごとに卓

越する土地利用を求め作成されている。

土地利用メッシュデータは，過去 3時点 (1976年， 87年， 91年)において，

メッシュデータが整備されている。土地利用区分については各年で見直しが行わ

れ，地目数は 1976年の 15種から 91年の 11種に減少している(表 2.2)0 3時点

の日本全国の土地利用図を示す(図 2.4-2.6)。

表 2.2 国土数値情報土地利用区分の変遷

1976年 1987年 1991年

田 田 田

畑 畑 畑

果樹園 果樹園

その他の樹木畑 その他の樹木畑

森林 森林 森林

荒地 荒地 荒地

建物用地 A 建物用地 建物用地

建物用地 B

幹線交通用地 幹線交通用地 幹線交通用地

その他の用地 その他の用地 その他の用地

ゴルフ場

湖沼 内水地 湖沼

河川地 A

河川地 B

海浜 海浜 海浜

海水域 海水域 海水域

11 
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回
畑
果樹園
その他の樹木畑
藤林
荒地
建物用地A
建物用地B
幹線交通用地
その他の用地
湖沼
河川地A
河川地B
海浜
海水場

• F 

..・

J 
N

必
ず
s.--.' 

250 。 250 500 km 

図 2.4 日本全国の土地利用図 (1976年)

注)紙面の都合上，沖縄，伊豆諸島は省略した。
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JT 

田
畑
果樹園
その他の樹木畑
森林
荒地
建物用地
幹線交通用地
その他の用地
内水地
海浜
海水域

-P 
.・

N

キ
s

，'~ J 250 。 250 500 km 

図 2.5 日本全国の土地利用図(1987年)

注)紙面の都合上，沖縄.伊豆諸島は省略した。
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図 2.6 日本全国の土地利用図(1991年)

注)紙面の都合上，沖縄，伊豆諸島は省略した。また，北海道，および東北の一部は土地
利用データが未整備である。

14 



2.1.3 自然地形メッシュデータ

国土数値情報の自然地形メッシュデータには基準地域メッシュ内の平均標高，

最高標高，最低標高などが記されている。また，各メッシュには基準地域メッシ

ユの l辺を 4分割して得られるラスター型の1/4細分区画 (250mメッシュ)につ

いての標高値データも格納されている。

全国をカバーする最初の数値標高データは，約 250m間隔の格子点について作

成され，その数は 600万点に及んでいる。このデータが整備された当時は，地図

を数値化するためのスキャナシステムが実用化されていなかったので，基準区画

法によってデータが作成された。約 1cm (1/4細分方眼区画)間隔の方眼線を焼

き付けたフィルムプレート(1/4細分方眼プレート)を縮尺 2万 5千分の 1の地

形図上に置き，方眼線の交点(格子点)の標高値を目視で読み取りその値を記録

用紙に記入している。

図2.7に3次メッシュ内の標高計測点とそのデータ記録の順序を示す。

1 2 3 4 

5 6 7 8 

9 10 11 12 
司

13 14 15 16 

図2.7 基準地域メッシュ内での 1/4細分区画の配置
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2.2 細密数値情報の概要

細密数値情報は， 1981年以来，三大都市圏(首都圏，近畿圏，中部圏)を対象

に実施されている宅地利用動向調査により得られたデータである。

宅地利用動向調査は，宅地関係情報の体系的整備の一環として，宅地需給の通

迫している三大都市圏の主要部を対象に，宅地等の利用現況とその変化状況を

10mメッシュの土地利用に関する数値情報として整備し，今後の宅地関連政策の

総合展開に必要な基礎資料を得る目的で行われているものである。調査実施機関

は建設省国土地理院である

この調査は， 1981・82年度に首都圏， 83年度に近畿圏， 84年度に中部圏を対

象に実施され，その後はおよそ 5年おきにデータの更新が行われている。

細密数値情報のデータは，都市計画基図を縮小して作成した縮尺 1万分の 1の

地図(一部地域は 2万 5千分の 1) 上に，カラー写真や，土地利用基本計画図お

よび防災・保全の規制現況図等，土地に関する各種資料を用い，土地利用現況，

土地利用変化，土地利用規制区域等の調査事項に対応した計測図を作成した後，

スキャナーあるいはデジタイザを使用して数値化されたものである。

数値化されたデータは，正規化，ノイズ処理等を行った後， 10mあるいは 100m

メッシュの詳細な単位のデータとして，調査テーマごとに収録されている。

なお，本論は第 4章，および第 5章で細密数値情報の近畿圏データを使用する

ので，以下に近畿圏データの詳細について説明する。

2.2.1 メッシュの区分方法

近畿圏データは，近畿圏整備法に基づく既成都市区域及び近郊整備区域を中心

とする近畿圏の主要部約 3，600km2の地域を調査対象地域勺(図 2.8)にしている。

測量法(準拠楕円体はベッセル楕円体，採用座標系は東京測地系)及び昭和 43

年建設省告示第 3059号に定める平面直角座標系に準拠しており，第 VI系(第 VI

系の原点は，北緯 36度 0分 0.0000秒，東経 136度 0分 0.0000秒)の座標値を使用

している。土地利用データファイルは，テキスト形式になっており， 10mx10mの

事2第 1時期は大阪府の南部地域の土地利用データが欠損している。
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図 2.8 細密数値情報(近畿圏)の調査対象地域

範囲毎に土地利用分類を 2桁の数字にコード化し， 3kmx4km(南北方向×東西方向)

単位を 1ファイルとして編集整備されている。 10mメッシュデータであるので，

1ファイルは南北方向に 300等分，東西方向に 400等分されており，左(西)か

ら400個の分類コードを並べたものに ASCIIの改行コードを加えたものを 1ライ

ンと呼び，このラインを上(北)から順に 300ライン並べたものが 1ファイルに

なる(表 2.3)。

表 2.3 土地利用データファイルのフォーマット

ファイル ライン番 データ 1 データ 2 データ 3 データ データ
コード(4桁) 号(3桁) (2桁) (2桁)

，、‘'
399(2桁}(2桁) 400(2桁}

(例)0022 001 01 02 03 ~ 16 17 

0022 002 01 02 03 ~ 16 17 

~ ~ 
0022 300 01 02 03 ~ 16 17 

ー一
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ファイルコードは 4桁の整数値で， (2.1)式により付与されている (X，Yの単

位は km)。

ファイルコード=((-X'・90)+3x100)+((Y'+ 120)+4) (2.1) 

ただし， X九 Y'は各ファイルに収められている区画の左上隅の X座標，および

Y座標である。また上式より，ファイルコードの上 2桁を NN，下 2桁を nnとす

れば，各区画の左上隅の X，Y座標は，次式により求められる。

X'=・(NNx3+90)

Y'=nnx4-120 

(2.2) 

(2.3) 

細密数値情報から必要なファイルを GISデータベース化するためにはプログラ

ム(付録 1) を作成し， (2.2)， (2.3)式の通りにファイルコードからメッシュの

座標を計算し， ASCIIラスタフォーマットに変換する必要がある。

ASCIIラスタフォーマットは，ARC/INFOや Arc/Viewなどのさまざまなアプリ

ケーションの間でラスタ・データを転送するのに使用するフォーマットであり，

数行のヘッダ行とセル値の一覧が続いている。ヘッダ・データは以下のキーワー

ドと値を含んでいる。

ncols 

nrows 

xllcenterまたは xllcorner

yllcenterまたは yllcorner

cellsize 

nodata value 

データセット内の列数

データセット内の行数

代表点のx座標(左下セルの左下隅のx座標)

代表点のy座標(左下セルの左下隅のy座標)

データセットのセルサイズ

値のわからないセルにファイルで割り当てる値。この

キーワードと値は省略することができる。

nodata valueのデフォルト値は-99990

18 



(例)

ncols 4800 

nrows 4500 

xllcorner 378923 

yllcorner 4072345 

cellsize 10 

nodata value 17 

11 3 12 7 3 4 2 5 17 15 1 6 2 etc 

5 10 11 3 2 6 7 4 12 4 8 3 2 7 etc 

データの最初の行はデータ・セットの一番上におき，左から右へ読まれ，セル

の値はスペースで区切る必要がある。データ・セットの各行の終わりにキャリッ

ジ・リターンの必要はない。新しい行の開始位置は，ヘッダのカラム数を使用し

て自動的に判断され，セル値の数は行数にカラム数をかけたものと一致する必要

がある。
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2.2.2 土地利用メッシュデータ

細密数値情報の中核である土地利用データの内容は，都市的土地利用に重点が

置かれ， r宅地」を「工業用地J，r商業・業務用地J，r住宅地Jに区分し，さらに，

「住宅地Jを「一般低層住宅地J，r密集低層住宅地J，r中高層住宅地」に 3細分

している。また， r造成地jの項では f空地J，r造成中地」を宅地利用予備地とし，

「山林・荒地等J，r農地」とは区分され，居住地に重点を置いた 16分類(海を含

む)の区分が設定されている。このように宅地関連の土地利用は細分化されてい

るため，都市部の複雑な土地利用構造を探るのに適している(表 2.4)。その一方

で，農業的土地利用については「田J，r畑・その他の用地Jおよび「山林・荒

表 2.4 土地利用区分の定義(細密数値情報)

コード 分類区分 定 義

01 農 山林・荒地等 樹林地，竹林，篠地，笹地，野草地(耕作放棄地を含む).裸地，ゴルフ場等
地

02 農 田
水稲，蓮，くわいなどを栽培している水田(短期的な休耕回を含む)をいい，

山 季節により畑作物を栽培するものを含む
林
地 畑・その 普通畑，果樹園，桑園，茶園，苗木畑，牧場，牧草地，採草放牧地，畜舎，

03 等
他の用地 温室等の畑及びその他の農地

04 造 造成中地 宅地造成，埋立等の目的で人工的に土地の改革が進行中の土地
成

人工的に土地の整理が行われ，現在まだ利用されていない土地及び簡単な施
05 地 空 地

設からなる野外駐車場，ゴルフ練習場，テニスコート，資材置場などを含む

製造工場，加工工場，修理工場，採掘場，採石場，発電所，ガス製造工場な

06 工業用地 どの用地をいい，工場に付属する倉庫，原料置場，生産物置場，厚生施設等

も含む

07 
一般低層 3階以下の住宅用建物からなり.1区画あたり 100m以上の敷地で，建物の密

住 {主 宅 集していない住宅地をいい，農家の場合は屋敷林を含め 1区画とする
宅 密集低層 3階建以下の住宅用建物からなり.1区画 100m未満の敷地で，建物の密集し

08 宅
地 住 宅 ている住宅地

09 
地 中・高層 4階建以上の中高層住宅の敷地からなる住宅地

住宅地

商業・業務
小売底舗，スーパー，デパート，卸売，飲食底，映画館，劇場，旅館，ホテ

10 ル等の商底，娯楽，宿泊等のサービス業を含む用地及び企業の事務所，銀行，
用 士出

新聞社，放送局，流通施設，その他これに類する用地

11 公 道路用地 有効幅員4m以上の道路，叡前広場等で工事中，用地買収済の道路用地も含む

12 
設共
公園・緑地等

公園，緑地，動・植物園，墓地，寺社の境内地，遊園地等の公共的性格を有
用公 する施設及び，総合運動場，競技場，野球等運動競技を行うための施設用地
地益 その他の公共 公共業務施設，教育文化施設，供給処理施設，社会福祉施設，鉄道用地，バ

13 施
公益施設用地 ス発着センター，車庫，港湾施設用地，空港等の用地

14 河 川・湖 沼 等 河川I(河川敷，堤防を含む).湖沼・溜池，養魚場，海浜地

15 そ の 他 防衛施設，米軍基地，基地跡地，演習場，皇室に関係する施設及び居住地等

16 海

17 対象地域外

19 
第 1時期土地利用 調査対象地域の変更によって第 1時期データがなく，第 2.3. 4時期データ

データなし があるときの第1時期土地利用データ欄に記入されるコード
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地等Jの 3区分しかなく，農地利用や耕作放棄地等の詳細な分析に用いることは

難しい。

2000年現在において，首都圏，中部圏及び近畿圏とも過去 4田の調査を実施し

ている。近畿圏データの調査実施時期を表 2.5に記す。ただし，第 1回調査では

1974年(第 1時期)と 1979年(第 2時期)についての土地利用データを作成し

ている。

表 2.5 調査実施時期一覧(近畿圏)

調査回 調査実施年度
土地利用調査基準年"

調査対象地域面積
(調査時期)

第 1回調査 1983年
1974年(第 1時期) 3，339kmz 
1979年(第 2時期) 3，546km2 

第 2回調査 1987年 1985年(第 3時期) 3，556km2 

第 3回調査 1992 -1993年 1991年(第 4時期) 3，574km2 

第 4回調査 1997-1998年 1996年(第 5時期) 3，580km2 

データは，土地利用データと行政区域データから構成されている。ただし，行

政区域データは土地利用データを行政単位で解析するための補助データとして

添付されているもので，他の行政区域データまたは行政界データとは一致しない

ことがある。特に埋立地は，陸地と海の境を行政界として行政区域データを作成

しているため，その地域がどの地方自治体の所属かということが正式に決定され

ていない陸地についても行政コードを割り当てである。また，内陸部の行政界未

定部分についても仮の行政界を設けて行政コードを割り当てている。

図 2.9""2.13に5時点の近畿圏の土地利用図を示す。

*3調査基準年は，データがどの年次の土地利用状況を表しているかということを

示しており，データ作成のために使用した空中写真の主な撮影年と補完情報作成

年を勘案して決定されている。
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図 2.9 近蟻圃の土地利用図 (1974年)

20 O 20 40 ωkm 
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図 2.10 近緯圃の土地利用図 (1979年)
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20 O 20 40 ω Ian 
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図 2.11 近畿圏の土地利用図 (1985年)

20 O 20 40 ωM  
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図 2.12 近畿圏の土地利用図(1991年)
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20 O 20 40 ωkm 
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図 2.13 近自民圃の土地利用図 (1996年)

24 

山林 ・荒地等
田
畑 ・その他の燥地
造成中地
空地
工業用地
一般低層住宅地
密集低層住宅地
中 ・高層住宅地
商業 ・業務用地
道路用地
公岡 ・緑地等
その他の公共公益施般用地
河川 ・湖沼等
その他
海
対象地域外

wキE



2.2.3 自然地形メッシュデータ

自然地形メ ッシュデータは，標高値と傾斜が 100mメッシュデータ 単位で整備

されている。これは， 国土数値情報の標高データを座標変換 し， 100mメッシュに

分割して， 標高値を含まない 100mメッシュの標高を補間 して作成されている。

補間する 100mメッシュを中心として周囲 500mの範囲にある n個の標高値から，

(2.4)式の補間計算で求めている。

1 1 
y，xー +Y今×一一+・・・+y_x一一
y= ・ d) ゐ d2"dn

1 1 1 
一一+一一+.・・+一一
d) d2 dn 

(2.4) 

ただし Ynはn番目の標高値であり dnは求める 100mメッシュと n番目の標

高値のある位置との距離を示す。図 2.14に近畿圏の標高図を示す。

20 O 20 40 ωkm 

図 2.14 近畿圏の標高図
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傾斜は，補間した標高値を用いて隣接する 8方向のメッシュに対する標高差か

ら傾斜を算出し，絶対値の最大のものを当該メッ シュの傾斜度と し，少数第 l位

までの傾斜度が記されている。図 2.15に近畿圏の傾斜図を示す。

20 O 20 40 ωk:m 
. 

図 2.15 近偉圃の傾斜図
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2ム4 時間帯・距離帯メッシュデータ

時間帯・距離帯メッシュデータは， 100mメッシュで整備されている。

時間帯メッシュデータは r最寄駅から大阪(梅田)駅までの所要時間(l)J と

「最寄駅までの所要時間(2)J，および「全所要時間(1)+(2)Jの 3種類が整備され

ている。所要時間の算出方法を以下に示す。

① 調査資料を用い，各駅について大阪(梅田)駅からの所要時間を求める。

② 各駅の位置を含む 100mメッシュを求める。

③ 100mメッシュを 20個X20個 (2kmメッシュ)のブロックにまとめる。

④ lつの 2kmメッシュ内での個々の 100mメッシュについて時間を求める。

⑤ 求める 100mメッシュが含まれる 2kmメッシュを中心に，東西南北に 2km

メッシュを広げながら時間を求めていく。

⑥ まず 6kmに広げる。この中に 3駅以上あれば各駅からの距離を時間に換算

し，大阪(梅田)駅からの最短所要時間を求める。

⑦ 3駅に満たない場合は順次 10km，14kmと広げる。

また，距離・時間の換算は以下のように定義されている。

徒歩時間:(駅からの距離-:-80)+1=A(分) (80m=1分〕

パス圏時間:(駅からの距離-:-250)+10+1=B(分) (250m=1分，待ち時間=10分〕

ここで， AとBの小さい方を，各駅と当該 100mメッシュ間の時間:C (分)と

し，各駅から大阪(梅田)駅までの距離と C(分)との合計が最小のものをその

100mメッシュの時間帯としている(この合計が最小となる駅を最寄駅と定義して

いる)。また，当該メッシュから最寄駅までの距離は直線距離とし，最寄駅までの

時間算出では，最低 1分は要するものとしている。なお，鉄道の乗換時間は含ん

でいない。図 2.16に「最寄駅から大阪(梅田)駅までの所要時間(分)Jを，図

2.17に「最寄駅までの所要時間(分)Jを，図 2.18に「大阪(梅田)駅までの全

所要時間(分)Jを示す。

距離帯のデータは，大阪(梅田)駅から当該メッシュまでの距離を計算で求め

たものである。図 2.19に「大阪(梅田)駅までの距離 (km)Jを示す。
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l分ー 10分
11分ー 20分
21分ー 30分
31分-40分
41分ー 50分
51分-60分
61分一 70分
71分ー 80分

wキE

図 2.16 最寄駅から大阪(梅田)駅までの所要時間(分)

20 0 四・・・E三三三コ 20 40 ω同1

図 2.17 最寄駅までの所要時間(分)
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20 O 20 40 ωkm 四.・・・・・・・・. .圃圃圃圃圃圃圃E
図 2.18 大阪(梅田)駅までの全所要時間(分)

20 。 20 40 ωM  回・圃圃E二二二二3・・・・・・・・- .圃圃圃圃圃圃圃E
図 2.19 大阪(梅田)駅までの距躍はm)
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2.3 既往の研究

国土数値情報や細密数値情報などの空間データは，人口，標高，傾斜など様々

な種類の属性が整備されているが，全てのメッシュデータで共通するのは位置の

情報を持っている点である。行政界や丁字界，農業集落界などの単位で集計され

た数値データを利用する場合と比較すると，メッシュデータの位置情報を利用す

ることで地域内のより詳細な空間構造の分析が可能となる。このような空間デー

タの位置情報の特性を利用した研究は近年さかんに行われており，その中で，近

傍メッシュ間の空間影響，地域構造の空間変動に関する論文について検討，整理

する。

また，本論では，都市近郊農地の分布形態の特性，および転用傾向の特性につ

いて詳しく分析していくので，都市近郊の農地転用に大きな影響を及ぼす市街化

調整区域，農振法に関わる研究についても検討する。

2.3.1 近傍メッシュ聞の空間影響

近傍メッシュとは，対象となるメッシュから，物理的に一定の距離内にあるメ

ッシュ群のことをいう。短形メッシュの場合，一般に一つのメッシュに隣接する

辺または頂点を共有するメッシュは 8個あり，さらにその周りを取り囲むメッシ

ュの数は 16個あることになるが，一般に近傍メッシュという言葉からどの範囲ま

でという定義は確定していない。メッシュデータは地域の分析が容易になるとい

う利点がある反面，個々のメッシュを独立したものと捉えるとその近傍にあるメ

ッシュの外部効果・波及効果を無視することになる。青木(1986) は，この影響

を把握する手法として，空間相関分析法 (SpatialCorrelation Analysis Method，以

下 SCA法)を提案し，近傍にある土地利用メッシュデータ間の空間影響の定量化

を行っている。さらにこの手法を展開し，青木 (1990) は，空間相関関数を提案

し，隣接するメッシュの属性を説明変数に加えることで，近傍メッシュの影響を

取り入れたモデルを構築している。

これらの研究と並行して，メッシュデータを用いた土地利用の混在度や集塊性

を把握することも議論されている。玉川 (1982) は，異種用途の集塊性について

CLUMP分析を，異種用途間の隣接性については JOIN分析を用い，土地利用パタ
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ーンの総体の秩序性をエントロビーにより表している。恒川(1991)は， JOIN分

析，エントロビーにより細密数値情報の土地利用データを用いて土地利用混在の

定量化を行っている。また，吉川 (1997) は，同種土地利用が隣接している状態

という観点からみた集塊性を同種土地利用の隣接集塊性と呼び，これを把握する

ために，各メッシュにおける周囲 4本の辺のうち同じ土地利用と接するものの比

率の平均である同辺率による分析を行っている。

また，近傍メッシュの空間的な範囲はメッシュサイズの大小に依存するため，

近傍メッシュの影響を把握する際には最適メッシュ規模の問題を考慮しなければ

ならない。腰塚ら(1984) は，領域人口および施設への平均距離の推定にメッシ

ュデータを用いる際の誤差について考察している。ここでは，メッシュデータを

もとにして任意の不定形の領域における人口を推定した場合，人口推定に関して

は 500m程度のメッシュサイズであれば，かなり正確な推定が可能であるとして

いる。青木ら(1986)は， SCA法の枠組みに基づき建蔽率等のデータについてメ

ッシュサイズの効果を分析し，空間変動の周期とメッシュサイズとの関連性を明

らかにしている。玉川 (1987) は，土地利用比率の同質性という観点から最適メ

ッシュ規模を求める方法を提示し，実際の土地利用について最適メッシュの算出

を行っている。ここでは，一般的な結論ではないとしながら， 1kmあるいは 500m

のメッシュは最適メッシュに比してやや粗いとしている。

藍j宰(1990の研究は，広域土地利用の研究を行った数少ない例の一つである。

ここでは，国土数値情報を使用し，日本全国を対象として土地利用形成と地形条

件について分析を行っている。しかし，メッシュサイズの観点からみると，国土

数値情報の基準地域メッシュを分析単位としているため都市部や中山間地の複雑

な土地利用や地形を扱うには粗すぎ，また標高データから傾斜を作成する方法も

精度の点で疑問が残る。

2.3.2 国土数値情報と細密数値情報の空間分析への適性

国土数値情報は，陸域に関しては日本全国で整備されており，かつ地価や指定

地域などのデータの種類も豊富である。しかし，土地利用データは1/10細分区画

(100mメッシュ)で整備されているものの，その他のデータの多くは基準地域メ

ッシュ単位のものである。既往の最適メッシュ規模の研究をみても，一辺が約 1km
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の基準地域メッシュは，空間の微細な現象の把握が困難で分析単位としては大き

すぎる感があり，モデルの定式化には適していない。

細密数値情報は，土地利用が 10mメッシュで，その他の自然地形などの各種デ

ータは 100mメッシュで整備されている。また，各メッシュは，ほぼ正方形であ

るとみなしてよいので，自然地形データを要因とするモデルの定式化が 100m単

位で可能となる。データ整備の範囲が三大都市圏に限られている点では範囲が限

定されるが，都市周辺の複雑な土地利用構造を分析するのに適している。

2.3.3 地域構造の空間変動

従来の研究では，ある地域を対象とした時に，行政界などの分析単位を決定し，

各種変数を使用して，一つのモデルを定式化するのが常であった。このとき，使

用した変数が空間に分布する変数であるにもかかわらず，変数聞の影響は一様で

あると仮定していることになる。 Fotheringham(1996) は，地域分析でモデル構

築を行う際に，地域構造の一様性を仮定したモデルの不適切さを指摘し，

Geographical1y Weighted Regression (地理的重み付け回帰，以下， GWR)を提唱し

ている。さらに， Fotheringham (1998)は，重回帰分析と GWRを比較する形で分

析を行い，地域内でパラメータの符号が逆転する場所があることを指摘した上で，

地域構造の一様性を仮定している重回帰分析に比べて， GWRが地域の空間分析に

適していることを示している。 GWRは，理論的にはそれほど複雑な手法ではない

が， GISの機能を用いることで初めて実用性を持つ手法である(詳しくは，第 4

章で述べる)。

2.3.4 農振地域と市街化調整区域の土地利用変化動向

市街化調整区域の土地利用変化動向に関する研究は比較的多い。なかでも農地

転用を中心に扱ったものとして，浦山 (1981) は，集落外の所有者への権利移転

(所有のスプロール化)を経た宅地化などの結果，都市的土地利用が無秩序に農

村空間に侵入していることを示している。木谷(1996) は，公共公益施設用地へ

の農地転用が「商業・業務用地」の立地誘引になっていることを指摘し，さらに

木谷 (1997)は，周辺の市街化を促進しないとされている公共施設等が，周辺の

道路整備を介して宅地化を促進していることを指摘している。
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一方で農振地域の土地利用については，ゾーニング制度に関する理論的批判や，

実態面からの問題点の指摘に関する研究が多く，土地利用動向を定量的に扱った

研究は極めて少ない。農振地域の土地利用データは，農林水産省構造改善局が行

った農業集落土地利用動向調査のデータがあり，集落単位かつ全国規模で整備さ

れている。これを用いた定量的解析は行われているが，特に土地利用上の問題が

深刻な都市周辺の土地利用変化動向を把握するためには，より詳細な定量的解析

が必要であろう。

2.3.5 既往研究における課題と本研究の狙い

多くの研究において，メッシュデータがもっ空間的な特性を考慮した分析手法

が提唱されてきており，今後もさらに数多くの手法，および理論的な探求が行わ

れるであろう。メッシュサイズに関する研究では，研究目的に応じたメッシュサ

イズを研究者が選択するべきであるという結論に至っているが，土地利用分析に

関しては，都市部，農村部によって最適なサイズは異なると考えられるものの，

通常 500mよりも小さいサイズのメッシュデータであれば十分な精度の空間分析

が可能である。国土数値情報の1/10細分区画土地利用メッシュデータ，細密数値

情報の土地利用メッシュデータは，その点での問題は克服しているサイズを持っ

ている。

空間解析手法として挙げた SCA法と GWRは，空間を分析する上で空間の捉え

方が異なっている。 SCA法は，個々のメッシュにおける近傍メッシュの空間的な

影響を考慮することで，メッシュの属性の一つ一つは周辺のメッシュに依存する

ものとみなしている。しかし，分析する地域全体は一つの独立した空間と捉えて

いる。これに対し，後者は，メッシュの属性の一つ一つを独立したものとみなし，

地域という空間の変数聞の影響が一様でないとしている。この二つの空間の捉え

方は，それぞれ相反するものではなく，組み合わせて分析することは可能である。

しかし，計算が相当複雑になることや，対象地域の辺縁部に分布するメッシュの

取り扱いによって発生するパラメータ推定に与える影響の検討が必要であり，安

易に組み合わせたモデルは定式化できない。本研究において上記の二つの手法は，

第 3章，第 4章で個々に扱うこととする。

こうした空間分析手法の理論的な発展が進む一方で，これらの手法を用いて土
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地利用構造の実態分析やその計画制御の検討を行った応用研究は少ない。特に，

過去の土地利用研究は，市町村や集落レベルの範囲を扱うことが多く，かっ広域

的な分析を行った例も少ない。この原因は，これまで広域土地利用データが十分

に整備されていなかったことと，コンビュータのデータ処理能力の限界にあった

と考えられる。しかし，いうまでもなく近年のコンビュータの発展と，本章で示

した国土数値情報や細密数値情報の土地利用メッシュデータの整備により，上記

の原悶の多くは解消され，さらに GISという強力なツールを使用することで土地

利用研究において広域な範囲を取り扱うことが可能となった。

土地利用研究において，重要なテーマの一つは，土地利用が変化する要因を探

ることである。土地利用の分布を規定する地形条件，あるいは社会経済的条件と

の関連性を，様々な空間分析手法を用いて空間的に把握することにより，広域的

な土地利用問題の原因を探る足がかりとなる。既往研究において導かれた空間分

析の諸手法は，この点で十分に利用されているとはいえない。本研究は，以上の

ような見地から，空間分析の手法を利用して，土地利用の広域かつ詳細な分析単

位での定量的解析を行い，土地利用分布特性，および土地利用変化の要因と動向

を明らかにする。
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第 3章 空間相関分析法を用いた土地利用の空間分布分析

近年，都市部への人口集中による都市的土地利用の拡大，それに伴う農村部で

の未利用地の増加，農地の壊廃，森林の伐採等，様々な土地利用の問題が発生し

ている。こうした多くの問題に対して，広域的な視点からの対策が必要となって

きており，そのためには，土地利用変化の分析を欠かすことはできない。

一般に，メッシュデータを用いた選移確率モデルでは，こうした土地利用変化

の分析を行う際に対象地域内のすべての地点が等確率で変化することを前提とし

て分析を行っている。しかし，対象地域の中には，商業的土地利用に特化した駅

前地区のように他の土地利用形態に変化することが少なく，ある土地利用形態の

まま安定的に存在し続ける地点(以下，安定地点)もある。大悌ら (}996) は，

従来の研究のように，対象地域の全ての地点が等確率で変化することを前提とし

たモデルよりも，安定地点を考慮したモデルが有効であることを明らかにしてい

る。さらに，安定地点が対象地域の中で一様には分布していないことを指摘して

いるが，その分布形態の特性については述べられていない。

安定地点の分布形態は土地利用の種類によって異なり，また地理条件によって

も規定されていると考えられる。また，どの種類の土地利用が周辺に分布してい

るかによっても影響を受ける。たとえば，ある農地の周辺にビルや住宅街が分布

している場合と，河川や森林などが分布している場合では，その農地の将来の土

地利用形態が変化する可能性が異なることは容易に想像できる。また，同じ種類

の土地利用が広域にわたって分布している場合と，微小な空間単位で点在するよ

うな場合とでも，同様のことが考えられる。これらの安定地点の空間分布特性を

明らかにすることで，過去の土地利用政策の評価を行うことが可能となり，さら

に，土地利用が将来変化する可能性が高い地点の空間分布を把握することができ

る。

本章では，国土数値情報のメッシュデータを用いて，土地利用の安定地点の概

念を取り入れ，これを規定する自然条件，及び周辺の土地利用分布との関連性を

定量的に捉えて，安定地点の空間分布特性を明らかにする。

35 



3.1 空間相関分析法

ある種類の土地利用の空間的広がりや異種土地利用との隣接性を把握するため

には，同じ種類の土地利用，および異種土地利用との地理的な位置関係を定量的

に示さなければならない。一般に，ある 2種類の変数の関係を調べようとすると

き，二つのデータの相関分析を行う場合が多いが，メッシュデータを単純にサン

プルとして扱い，相関分析を行うと，メッシュデータの位置関係を無視した解析

となる。青木(1986) は位置の情報を同時に考慮する二次元空間上に「空間相関

関数」を定義し，メッシュデータの分析方法として空間相関分析法(Spatial 

Correlation Analysis Method，以下 SCA法)を提唱している。以下に， SCA法の基

本理念と，メッシュデータへの SCA法の適用について説明する。

3.1.1 空間相関分析法の基本理論

二次元空間を二次元直交座標で表し，この空間 (t
1'
t
2
)において n個の変量

Xi (i = 1""' n)の値引(t1't2)が与えられているとする。まず，変量Xiの「空間平均J

Xi
を次式のように定義する。

ぃpp去iiえ山 (3.1) 

これを用いて，変量XiとXjとの相互空間共分散関数Cijと基準化相互空間共分

散関数Cijが次式のように定義できる。

Cij(T1'T2) =初会兵んi川 Xj (t1 +川町肌

Cij(T1'T2) 
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相互共分散関数の直観的な意味は，Xi(t1't2)とXj (t1 +τ1't2 +τ2)との積の平均で

あり，ある点(t1't2)の変量Xiとそこから (τ1'1:"2)ずれた点(t1+τ1't2 +τ2)の変量Xj

との共分散の期待値と捉えることができる。基準化空間共分散関数は，各変量を

平均が 0となるように基準化した相互空間共分散関数である。

特にi=jのとき，つまり Xi自身について上記の定義を当てはめたときは，そ

れぞれ自己空間共分散関数，基準化自己空間共分散関数と呼ぶ。さらに，相関係

数が，共分散を分散で基準化して得られたように，次式で相互空間相関関数，基

準化相互空間相関関数を定義する。
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cii(τ1'1:"2) 
Rii(τl'τ2) =( '1' J.' 

-JCバ0，0). C jj (0，0) 
(3.5) 

3.1.2 メッシュデータへの空間相関分析法の適用

二次元メッシュデータ上ではデータが離散的なので，座標値が整数値をとる二

次元直交座標系IxIで表し，このうちデータが得られている範囲，つまり IxIの

部分空間 M をメッシュ空間と呼ぶ。この空間の各メッシュ(/1'/2)において n個

の変量Xi(i= 1'" n)の値引(/1'/2)が与えられているとする。

まず，期待値演算記号Eを用いて，変量Xiの「メッシュ空間平均Jxiを次式

のように定義する。

Xi = E[xi (/1'/2)] (3.6) 
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これを用いて，変量 Xi と Xj とのメッシユ相互空間共分散関数 C~ とメッシユ基

準化空間共分散関数Cりが次式のように定義できる。

C~(kpkz) = Elxi(l1'1z)' Xj (11 + k1'1z + kz)J (3.7) 

C;j (k1，kz) = E[(xi (l1'1z) -Xi). (X j (11 +んいん)-Xj)] (3.8) 

メッシュ相互共分散関数の直観的な意味は，xi(l1'1z)とxj(11+k1'1z +kz)との積

の平均であり，ある点(l1'1z)の変量Xiとそこから (kpkz)ずれた点(t1+k1'tz +kz) 

の変量X
j
との共分散の期待値と捉えることができる。メッシュ基準化空間共分

散関数は，各変量を平均が 0となるように基準化したメッシュ相互空間共分散関

数である。

特にi= jのとき，つまり Xi自身について上記の定義を当てはめたときは，そ

れぞれメッシュ自己空間共分散関数，メッシュ基準化自己空間共分散関数と呼ぶ。

さらに，相関係数が，共分散を分散で基準化して得られたように，次式を定義す

る。

Cii (kpkz) 
Ri~ (kpkz) = I り 4

.JCii(O，O) ・ C~j(0，0) 

c;;(kpk勾)
R;j (kpkz) = I一 ν 一二

Cii(O，O)・Cjj(O，O)

(3.9) 

(3.10) 

これを，それぞれメッシュ相互空間相関関数，メッシュ基準化相互空間相関関

数と呼ぶ。

以上のメッシュ上での定義から明らかなように，これらは連続的な二次元空間

で定義されたものに対応しており，メッシュのきざみ幅が十分に小さく，かっメ

ッシュ空間が十分に大きければ近似的に等しくなる。
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3.1.3 土地利用の連担性の概念

本論において r連担性」という概念の意味は，地域のある特徴が，空間的に連

続する性質があることと定義する。つまり，この特徴が土地利用の場合には，同

じ種類の土地利用が空間的にまとまって分布しているときに連担性があるという

ことになる。

メッシュ座標(t1't2)で表されるある場所での変量Xiの値引(t1't2)と，その場所

と隣接する所 (S1'S2)での変量の値引(SpS2)が似ていれば隣接する空間には変量

Xiについて連担性があるということができる。この直観的概念を定量的に表現す

る。

メッシュデータを用いる場合，任意のメッシュ t= (t1't2)をとりあげるとそのメ

ッシュに隣接するメッシユ S= (S1'S2)は， s=t+k (但し ， k = (kl'k2) 

k
1
，k
2 
= 1，0，ー1)と表現できる(図 3.0。したがって，任意のメッシユ tに隣接する

メッシユ Sは8種類あり，ベクトルkでtからみた方向が示されていることになる。

そこで，kの取り方によって 8種類の変量Xiについての相関係数が次式で計算

できる。
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(3.11) 

この相関係数は，変量Xiがベクトルkで示される方向に隣接する二つのメッシ

kl=ー1 k1 =0 k1 =1 

kz=ー1 t1 -1，t2-1 t1't2-1 山 2-1 I 

t1 -1，t2 t1't2 t1 + l，t2 

t1 -1，t2 +1 t1't2 +1 t1 +1，t2 +1 I 

k2 = 0 

k2置 1

図 3.1s = t + kで表現されるメッシユ Sの近傍
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ュが連担性を持っているかどうかを示すことができる。この相関係数は，変量X
i

についての自己空間相関関数 (SpatialAutocorrelation Function，以下 SAF) に一

致している。したがって， SAFの値が高い変量について連担性があると定義する

ことができる。上記の相関関数r
k
は，隣接するこつのメッシュの場合のみを考え

ていたが，相関の高いメッシュが二つ以上連なっている場合もある。そこで，ず

れkをk1，k2= 1，0，ー1のみに限定せずにおけば，より長い連なりも計測できること

になる。 SAFはこのような制限のない場合でも，同様に計算できる量であり，変

量Xiについての SAFの値を求めることで，変量Xiにおける任意の連なりの長さ

について連担性を調べることができる。

3.1.4 土地利用の共存性，排斥性の概念

土地利用分布形態において，ある種類の土地利用が分布している場所で常にこ

れと関連した別の種類の土地利用が分布する場合や，逆にある種類の土地利用が

分布している地域では常に別の土地利用は分布していないといった場合がある。

前者は，二つの種類の土地利用が共存しており，この共存の形態は同一の場所(同

一のメッシュ)でなくとも，ある一定の距離を置いて共存している場合もある。

後者の場合は，二つの種類の土地利用が排斥しあっており，この排斥の形態も同

ーの場所だけの現象でなく，ある一定の距離を置いて排斥しあっている場合もあ

る。たとえば，市街化調整区域では都市計画法の立場から厳しい開発規制がかけ

られているが，幹線道路沿いの商業業務用地などの開発許可による建築行為は認

められており，こうした土地利用と農業的土地利用が共存しあっており，逆に市

街化区域では都市的土地利用と農業的土地利用の排斥性が観測できるのが一般的

である。

この土地利用における共存性と排斥性を定量的に解析するために，相互空間相

関関数 (SpatialCorrelation Function，以下 SCF) の概念が利用できる。つまり，

ある種類の規模を表す量(具体的にはある種類の土地利用面積等)X
i
と，別の種

類を表す量Xjのメッシュデータが得られているとき，ある場所の変量Xiとそこ

から (kpk2)だけずれた場所の変量Xjとの相関係数 rijを考える。相関係数rijの値

が 1に近ければ，(kpk2)だけずれた場所で両者は共存性があると考えられ，相関

係数rijの値が-1に近ければ排斥性があるということになる。
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なお，巻末付録 2に SCA法のプログラムを掲載している。

3.2 土地利用の安定地点

本節では，対象地域内の全ての地点が等確率で変化すると仮定した従来の遷移

確率モデルと対象地域内に安定地点が含まれると仮定した遷移確率モデルの概念

について述べ，パラメータの推定方法と，パラメータの満たすべき条件について

説明する。

3.2.1 定常マルコフ連鎖を用いた遷移確率モデル

定常マルコフ連鎖を用いた従来の選移確率モデルは，時点t+1での土地利用 j

の面積Xj(t+ 1)を次式のように記述している。

Xi(t +1) =ヱpijXj(t) (3.12) 

Pij 土地利用 iが土地利用 jに変化する確率

このPijは，過去の 2時点間(t= 0-1)において土地利用がiから jに変化した対

象地域内の全面積mijを用いて，次式で推定している。

mij 
Pij =子; (3.13) 

選移確率Pijは，対象地域内の全ての地点が等確率で変化しているという選移構

造の仮定のもとで推定されている。
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3.2.2 安定地点を考慮した遷移確率モデル

対象とする地域内に，確率的には変化しない地点(安定地点)が含まれる場合，

選移確率Pijは実際の遷移構造を反映していない。つまり，土地利用の安定地点が

対象地域内に面積 Siだけ存在する場合には，変化する地点のみを用いて遷移確率

行列を推定しなければならない。 この土地利用選移モデルは次式のように記述で

きる。

Xj(t + 1)田 Sj + ~ qij {xi (t) -SJ 

qij :安定地点の面積を除いた部分についての選移確率

このとき， このモデルの選移確率的の推定値は次式で与えられる。

n1日

qu=2mj-st 

n1" -S， 
qii = ~ 

(i;&! j) 

3.2.3 パラメータの推定

(3.14) 

(3.15) 

(3.16) 

土地利用iの安定地点の面積を Siとすると，t = 0における土地利用 iの総面積に

対する Siの割合aiは次式で与えられる。

。=一一一一一一
~mij 

2mil-Si m" 

り諸手F71Uf ×手mj-si=い i)qij

~ ~mij -Sm  _ ~ 

(i;&! j) 

'"'i + X 山 ii i =ai+(1-ai)qii 
Pii2mzy2n1U12nhi-Si 
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また，対象地域内から任意にある地点を抽出したとき，その土地利用iが時点

t=0-2の間にまったく変化しない確率をηとすると ηは次式で与えられる。

円=ai+(1-az)qu

ai=にえ (但し qii;O!l) 
1-qu~ 

(3.15)， (3.17)， (3.21)式を整理して，次式が得られる。

mij Pij Pij Pij (1-q/) 
qij 田 ~...τ一- 2¥ (i戸 j)
λmij -Si l-ai 1-ri -qu.- l-ri 

1-qi/" 

一方， (3.19)式より，次式が得られる。

a-PEi-qii 一一
1-qu 

これを (3.20)式に代入する。

r， = Pu -qu + (1-Pu -qii la} = ーーーーーーーーーーーーーーーー・← E ・幽明司間帯ーー四回・・"ー・・帽-11'1 ・・ ・_..

1-qii -l- 1-qu f" 

= (1-Pu)q/ -(1-rJqii + Pu 

= (qi一企ユi九一1)=0 
t~. 1-Pu J 

(3.20) 

(3.21) 

(3.22) 

(3.23) 

(3.24) 

(3.25) 

(3.26) 

(3.27) 

以上より，土地利用の数値情報が 3時点(t= 0，1，2)で得られていればPij'Pu' ri 

は実際のデータから測定可能であるので，選移確率qij' quは (3.23)，(3.27)式

より推定できる。また， (3.23)式より，土地利用 iの安定地点の割合aiも推定可

能である。
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3ム4 パラメータの条件

(3.22)， (3.27)式で推定されるパラメータは，以下に示す条件を満足する必要

がある。

0< qii < 1 

o s; ai < 1 
(3.28) 

(3.29) 

(3.28)， (3.29)式を (3.20)，(3.23)， (3.27)式をもとに整理すると，次式が得

られる。

2Pii -1<町<Pii

2 

Pii s; η 

これらを満足する Piiとηの

関係を図 3.2に示す。 (3.20)，

(3.23)， (3.27)式から ai，qijの

値は推定されるがPii'らがパラ

メータの条件を満たさず，推定

できない場合には，土地利用 i

について安定地点は存在しない

ものと考える。

r 

1 

O 
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円=Pii

2 
η=Pii 

図 3.2パラメータの範囲

(3.30) 

(3.31) 

1 Pii 



3.3 研究対象地域の概要

本章の対象地域は，大都市周辺広域行政圏の阪神地区とした(図 3.3，表 3.1)。

西前ら(1997) は，日常の生活圏にほぼ相当する圏域である広域市町村圏・大都

市周辺広域行政圏勺(本論ではこれらをまとめて広域圏と呼ぶ)の特性に着目し

て広域土地利用変化モデルを構築している。土地利用分布は社会経済的要因と自

然地形的要因の二つの要因から影響を受けていることが明らかになっているが，

水野ら(1997) は，階層分散を用いて 都道府県レベル・市町村レベルと比べて

広域圏の社会経済的要因の内包性が高いことを明らかにし，分析単位としての妥

当性を検証している。本章では，この広域圏内部における土地利用分布特性を検

討する。分析単位は，国土数値情報の1/10細分区画メッシュとする。また，経年

的な解析を行うために土地利用区分を表 3.2に示すとおりに再分類した。なお，

阪神地区は， 1/10細分区画土地利用メッシュ 61，900個で構成されている。

三田市

表 3.1 阪神地区の構成
(出典全国市町村要覧 1994年)

構成市町村名 人口 面積(km2)

尼崎市 486，938 49.69 

wキE
s 

西宮市 411，882 99.11 

芦屋市 85，196 17.21 

伊丹市 185，706 24.95 

宝塚市 203，940 101.67 

川西市 143，604 53.45 

5 0 5 10 15 20 km ニ田市
・・・圃値--・・・・・・・・・.-ーーー『ーー-，・・・・・・・・・『司ーーーーーーー「

85，965 210.34 

猪名川町 25，808 90.41 

図 3.3 研究対象地域(阪神地区) 計 1，629，039 646.83 

*1広域市町村圏は，都市および農村漁村地域が一体となって形成されている日常

社会生活圏を単位とする地域の総合的な振興整備を推進するため，昭和 44年度か

ら大都市圏を除く全国の地域に設定されている。また，大都市圏においても，共

通する行政課題に対応するため，昭和 52年度から大都市周辺広域行政圏の設定が

進められている。
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土地利用区分の分類(1/10細分区画土地利用)表 3.2

1991年
田
畑

1987年
田
畑
果樹園

その他の樹木畑

森林
荒地

畑一木一

年
一
園
樹
一

k
k

%
百
畑
樹
の
一
肘
訓

"

果

他

-237

のそ

設定した土地利用区分

農地

薬草林地

建設用地

地
地
用
用
場

2

通
の
フ
沼
浜
伐

交
他
ル
湖
海
れ

線

の

ゴ

担

幹
そ

建設用地

幹線交通用地
その他の用地
内7，/<:1;也
海浜
海水域

鶴師会
幹線交通用地
その他の用地
湖沼
河川地 A
河川地 B
海浜
海水域

宅地

その他

阪神地区の土地利用変化3.3.1 

その影響から広域圏の大都市の大阪市，神戸市が東西に位置し，阪神地区は，

総面積の約中でも土地利用変化が激しい圏域の一つである。圏域の北部には，

60%を占める林地が分布している。南部には総面積の約 17%を占める宅地が分布

都市的土地利用の面積は増加傾向にある。 3時点の土地利農林地は減少し，し，

3時点の土地利用メッシュデータかまた，用メッシュ数の変化を示す(表 3.3)。

ら得た土地利用選移行列を示す(表 3.4"'3.6)。阪神地区は，北部において，多く

のゴルフ場がつくられており， r林地Jから「その他Jへの転用メッシュ数が多く

なっている。

阪神地区の土地利用メッシュ数の推移表 3.3

変化率(%)
(76-91) 

1991年1987年1976年分類区分

-8.8 6，287 6，462 6，838 農地

-7.5 33，987 35，628 36，538 林地

15.4 12，645 11，851 10，699 宅地

12.9 
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8，981 

注)表中の数値は， 1/10細分区画のメッシュ数を示す.

7，959 7，825 その他



表 3.4 土地利用遷移行列 (1976・87年)

農地 林地 宅地 その他

農地 6，003 283 347 205 

林地 288 34，956 160 1，134 

宅地 63 40 9，795 117 

その他 108 349 820 7，232 

表 3.5土地利用遷移行列 (1987・91年)

農地 林地 宅地 その他

農地 6，271 O 7 184 

林地 13 33，970 248 1，397 

宅地 O 。 11，098 24 

その他 3 17 399 8，269 

表 3.6 土地利用遷移行列 (1976・91年)

農地 林地 宅地 その他

農地 5，838 237 369 394 

林地 284 33，367 577 2，310 

宅地 62 40 9，779 134 

その他 103 343 1，027 7，036 

注)表中の数値は， 1/10細分区画のメッシュ数を示す{表 3.4・3.6)• 

図 3.4，図 3.5，図 3.6は， 1110細分区画メッシュの土地利用メッシュデータを

プログラムで変換したものを， GISソフトウェア ARC/INIFOのポリゴンデータに

結合させ，投影法の変換を行った後にグリッドフォーマットに変換したものであ

る。国土数値情報は，一つのメッシュがやや横長の長方形になるので，正方形の

グリッドとして表示するためには，以上の手続きが必要である。阪神地区は，南

部の尼崎市，西宮市において都市的土地利用が広く分布し，北部の三岡市では南

北に細長く農地が分布していることがわかる。
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図 3.4 阪神地区の土地利周囲 (1976年)
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図 3.5 阪神地区の土地利用図 (1987年)
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図 3.6 阪神地区の土地利周囲(1991年)
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3.3.2 データベースの構築

第 2章で示したように，国土数値情報の 1110細分区画で整備されている土地利

用メッシュデータと 114細分区画で整備されている標高メッシュデータの計測位

置は異なっている。したがって，土地利用と地形(標高・傾斜)の関連分析を行

うためには標高値を補間し，傾斜を計算しなければならない。ここでは，地形デ

ータの構築にあたって可能な限り立体形状を忠実に表現するために， TIN 

(Triangu1ated Irregu1ar N etwork)の機能を利用する。

(1) TINの構造

TINは地表面を三次元空間内における 3点によって定義される三角形の頂点を

標高の集合(網)で表現する方法であり，ベクター型のトポロジー構造をもった

データ(図 3.7)で，複雑な地形を忠実に再現できる。 CAD/CG分野では，三角パ

ッチ (patch)とも呼ばれており，立体形状を忠実に表現する際に用いられている。

空間内の 3点で定義される三角形は，その面が平面であることから，地形に関し

ては等高線の生成をはじめとして，勾配や傾斜方向の計算，断面図および三次元

鳥轍図，切土，盛土の体積計算などが容易に行える。

通常，地形データを取り扱う場合は，地形図の等高線をデジタイジングするか，

あるいは国土数値情報や数値地図などのような既存の DEM(Digita1 E1evation 

ModeI)データを用いることが多い。しかし，地形の三次元表示や地形解析を行

う際には，等高線を用いることはほとんどなく， DEMあるいは TIN形式のデー

タが用いられる。

• • • • • • • • • • • • -申惨• • • • • • • • • • • • • • • 
図 3.7 TINのデータ構造
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(2) 地形データの補間

GISソフトウエアの一つである ARC/INFOの三次元解析モジュール TINとラス

ター解析モジュール GRIDの機能を用いて 1110細分区画土地利用データのメッシ

ュの中心位置に，標高値を補間する。まず， 114細分区画の位置を中心とするメ

ッシュデータを生成し，これにプログラムにより変換した国土数値情報の 1/4細

分区画の標高データを結合させる。このポリゴンデータから TINを生成する。そ

して TINに格納されている標高値と傾斜値を 1110細分区画の位置を示すポイント

に補間した。標高値の補間には， Bilinear補間の方法を用いた。 Bilinear補聞は，

標高を補間する地点の近傍 4点の標高値から計算する方法である(図 3.8)。作成

した阪神地区の標高図，および傾斜図を示す(図 3.9，図 3.10)。

• • 

• 

• 
• 1060 • 
• • 
図 3.8 Bilinear補間の方法
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図 3.9 阪神地区の標高図
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3.4 土地利用の安定地点の空間分布特性

3.4.1 標高・傾斜区分別土地利用の安定地点の推定

安定地点の割合と地形の関連を明らかにするため，標高・傾斜を基にして対象

地域を 20の区分に分類し，それぞれの区分について，安定地点の面積の割合を推

定した。この地形条件を基にした地域分類は，それぞれの区分の面積がほぼ等分

されるように設定した。

これらの区分別に 3時点の聞に土地利用iが変化しなかった地点の割合rj，選移

確率Piiを実測値より算出した。また，これらより安定地点の割合a
j
を推定した。

Piiは，時点聞にその土地利用iのまま存在する確率である。区分内の土地利用 i

の総面積により算出するため，たとえば換地などにより区分内で土地利用変化が

起きたとしても，土地利用iの総面積が変化しなければこの土地利用変化は反映

されない。

一方，rjは 3時点の聞に土地利用iが変化しない地点の割合であるので Piiに

近い値を示すが，区分内のあるメッシュにおいて土地利用iが他の土地利用 jに変

化し，別のメッシュにおいて土地利用 jが土地利用 iに変化したとすると Piiの値

には反映されないが， ηの値は小さくなるという違いがある。つまり， Piiは集計

データを使用しても算出できるが，円は区分内の各地点の土地利用情報が必要と

なるため，メッシュデータを使用しなければ算出できない。

なお，安定地点が存在しない区分は，サンフル数が少なくパラメータが安定的

に推定できない場合も含まれる。これら得られた値を地目別に考察する。
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(1) r農地Jの安定地点と地形条件の関連

「農地」の約 70%は傾斜 8
0

未満の地点に分布している(表 3.7""3.9)。ηの値

は，約 0.750""0.950の範囲の値をとる区分が多い(表 3.10)。また，標高 200mを

超えると，傾斜が大きくなるにつれて円の値が高くなっており，この区分の「農

地」は他の土地利用に変化していないことがわかる。表 3.11に示す選移確率Piiの

値は，ほぼ 0.900前後の値をとるが，これに比べて表 3.12に示す安定地点の割合

aiの値は，0.681から 0.935と広い範囲の値をとっている。また，標高 Om""50m 

の区分を除くと傾斜が緩やかになるほど安定地点の割合が小さくなり，標高が低

く，傾斜が小さいといった都市的土地利用として開発適性の高い地形条件を持つ

「農地」が優先的に開発されている現状が把握できる

表3.7 傾斜・標高区分別メッシュ数 表3.10 傾斜・標高区分別町の値
(農地， 1976年) (農地)

Om 50m 200m 250m 350m 
Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ ~ ~ 50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 。_30 1，190 1，241 341 29 10 。o -.. 30 0.851 0.852 0.771 0.759 0.900 

30 - 8。 14 1，127 625 128 100 30 _ 80 0.786 0.868 0.827 0.758 0.920 

ピ -150 4 414 454 246 116 80 -15。 0.500 0.792 0.881 0.874 0.914 
15
0 
- 。135 279 300 85 15

0 
- 0.867 0.946 0.900 0.906 

表3.8 傾斜・標高区分別メッシュ数 表3.11 傾斜・標高区分別Piiの値
(農地， 1987年) (農地)

Om 50m 200m 250m 350m Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 。o _ 3。
1，075 1，159 353 26 9 。o -.. 30 0.893 0.903 0.851 0.823 0.900 

30 _ 80 13 1，057 637 122 95 30 _ 80 0.822 0.913 0.897 0.825 0.920 

8
0 
-15
0 

2 360 437 237 111 8
0 
-15
0 
0.633 0.857 0.927 0.913 0.914 

15
0 
- 。122 273 296 78 15

0 
- 0.912 0.962 0.941 0.931 

表3.9 傾斜・標高区分別メッシュ数 表3.12 傾斜・標高区分別aiの値
(農地，1991年) (農地)

Om 50m 200m 250m 350m Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ ~ ~ 50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 。o _ 3。
1，069 1，124 330 26 10 。o -.. 30 0.824 0.793 0.681 0.722 0.885 

30 - 8。 12 1，023 598 121 96 30 _ 80 0.776 0.817 0.678 0.716 0.908 
80 -15。 2 349 423 233 111 8

0 
-15
0 

0.738 0.804 0.843 0.901 

15
0 
- 。119 272 289 80 15

0 
- 0.819 0.935 0.804 0.892 

注)ーーは安定地点が存在しないことを示す。
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(2) r林地」の安定地点と地形条件の関連

「林地Jは，傾斜が 0
0

'""3
0
および標高 0'""50mの地点でのメッシュ数は少な

い。特に標高 350m以上で傾斜が 15
0

以上の区分でメッシュ数が最大となってい

る(表 3.13'""3.15)。円の値は， 0.800以上の値をとる区分が多く，標高が高く傾

斜が急な地点ほど値が大きくなっている(表 3.16)。また，標高が 350m以上，あ

るいは傾斜が 15。以上の区分では， 0.900以上の高い値を示している。表 3.17に

示す遷移確率Piiの値はどの区分も大きな値をとっているものの，安定地点の割合

aiの値をみると，安定地点が存在しない区分が多くあり，傾斜が急で標高が高い

地点では安定地点の割合が高い(表 3.18)。また，標高が低く傾斜が緩やかな区

分では安定地点が存在するものの，標高 200m'""350mの区分では，ほとんど存在

していない。これは，前者の区分では都市化による開発がある程度収束状態にあ

るのに対し，後者の区分は，多くのゴルフ場の建設に伴い森林の伐採が行われ，

「林地Jの転用が起きたためである。

表 3.13 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.16 傾斜・標高区分別町の値
(林地， 1976年) (林地)

Om 50m 200m 250m 
350m 

Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 
00 ~ 3。 182 1，348 1，279 352 201 。o ~ 3。 0.819 0.826 0.808 0.920 0.945 
30 ~ 8。 45 3，387 2，980 1，964 1，582 30 ~ 8。 0.822 0.808 0.855 0.888 0.972 
ピ ~15 。 4 2，521 2，473 3，199 3，306 80 ~15 。 0.750 0.887 0.913 0.937 0.971 
150 ~ 1 1，071 1，498 4，288 4，857 150 ~ 1.000 0.908 0.931 0.958 0.982 

表 3.14 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.17 傾斜・標高区分別Piiの値
(林地， 1987年) (林地)

Om 50m 200m 250m 
350m 

Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 。o ~ 3。 179 1，263 1，227 351 199 。o ~ 3。 0.882 0.905 0.906 0.963 0.945 
30 ~ 80 39 3，176 2，922 1，909 1，573 30 ~ 8。 0.870 0.903 0.937 0.945 0.972 
8
0 
~ 150 4 2，397 2，443 3，175 3，273 80 ~15 。 0.817 0.935 0.960 0.971 0.971 
150 ~ 1 1，005 1，452 4，221 4，819 150 ~ 1.000 0.943 0.963 0.976 0.989 

表 3.15 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.18 傾斜・標高区分別aiの値
(林地，1991年) (林地)

Om 50m 200m 250m 350m Om 50m 200m 250m 350m ~ 
250m ~ ~ 50m 200m 350m 50m 200m 250m 350m 

。~ 30 173 1，152 1，076 335 199 。~ 30 0.744 0.439 
30 ~ 80 40 2，819 2，627 1，793 1，560 30 ~ 8。 0.795 0.910 
8 0 ~ 150 4 2，278 2，304 3，056 3，238 80 ~15 。 0.712 0.751 0.901 
150 ~ 1 978 1，409 4，153 4，792 150 ~ 0.851 0.760 0.889 0.965 

注)ーーは安定地点が存在しないことを示す.
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(3) r宅地」の安定地点と地形条件の関連

「宅地Jの分布は，標高が 50m未満で傾斜が 3度未満の区分に集中しており(表

3.19'" 3.21)，この区分のメッシュ数は，ほとんど変化していない。これに対し，

標高 50mから 200mの区分で，かつ傾斜が 8
0

未満の区分では，メッシュ数が大

きく増加している。阪神地区の都市化の影響は，丘陵地帯の区分で顕著である。

表 3.22に示す円の値は全体的に高く，特に標高が低く傾斜が緩やかな区分は 0.970

以上の極めて高い値をとる。遷移確率Piiも同様の傾向をもっ(表 3.23)。表 3.24

に示す安定地点の割合a
i
も，全体的に高い値を示しており r宅地Jは他の土地

利用には転換されにくいという土地利用変化の不可逆性を示している。特に標高

が低く傾斜が緩やかな地点では極めて高い割合で安定的に存在していることがわ

かる。

表 3.19 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.22 傾斜・標高区分別ηの値
(宅地， 1976年) (宅地)

Om 50m 200m 250m 350m Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ 
50m 200m 250m 350m 50m ~ 200m 250m 350m 

。~ 30 8，151 465 67 3 1 。o ~ 3。 0.989 0.959 0.821 0.667 1.000 
30 ~ 80 301 772 132 34 17 30 ~ 8。 0.993 0.977 0.818 0.794 0.824 
8 0 ~ 15 0 25 462 55 28 26 8 0 ~ 150 1.000 0.981 0.946 0.786 0.885 
150 ~ 2 58 33 52 15 150 ~ 1.000 0.983 0.909 0.942 0.933 

表 3.20 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.23 傾斜・標高区分別Piiの値
〈宅地， 1987年) (宅地)

Om 50m 200m 250m 350m 
Om 50m 200m 250m 

350m ~ ~ ~ ~ 
50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 。o ~ 3。 8，551 646 87 4 1 00 ~ 30 0.992 0.970 0.884 0.756 1.000 

30 ~ 80 325 1，036 168 45 21 30 ~ 80 0.995 0.984 0.871 0.849 0.824 
80 ~15 。 26 587 78 37 35 8 0 ~ 150 1.000 0.985 0.960 0.843 0.885 
150 ~ 2 79 44 63 16 150 ~ 1.000 0.987 0.927 0.958 0.951 

表 3.21 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.24 傾斜・標高区分別a
i
の値

(宅地，1991年) (宅地)

Om 50m 200m 250m 350m 
Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ ~ 50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 

。~ 30 8，585 758 147 8 。o ~ 3。 0.988 0.953 0.743 0.616 
3 0 ~ 80 325 1，277 349 90 21 30 ~ 8。 0.992 0.972 0.782 0.763 0.797 
8 0 ~ 150 26 644 111 47 35 80 ~15 。 0.979 0.937 0.753 0.867 
150 ~ 2 86 51 66 16 150 ~ 0.980 0.903 0.934 0.923 

注)ーーは安定地点が存在しないことを示す

58 



(4) rその他」の安定地点と地形条件の関連

「その他」は，標高 Omから 50mで傾斜が 3
0

未満の区分に最も多く分布する

(表 3.24"'3.26)。標高 50mから 350mまでの区分はすべてメッシュ数が増加して

いる。これは多くがゴルフ場の建設によるものである。表 3.27に示すηの値は，

標高が低く傾斜が緩やかな区分で高くなる。これは r海水域J，r海浜Jといった

標高がほぼOm，傾斜がo。となる土地利用が多く含まれているためである。表 3.28

に示す遷移確率Piiは約 0.700から 0.900の問の値をとっている。全体的に安定地

点の割合ajは 0.700以下の小さな値をとっている。「幹線交通用地Jが卓越したメ

ッシュの中には，幹線道路周辺の商業用地などが含まれており rその他の用地j

には人口造成地等の空地が含まれており，比較的土地利用変化が起こりやすい条

件にある土地利用が含まれていることが原因であると考えられる。数種類の土地

利用を含むことから地形条件による特性を把握することが難しい。

表 3.25 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.28 傾斜・標高区分別ηの値
(その他， 1976年) (その他)

Om 50m 200m 250m 350m Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ ~ ~ 
50m 200m 250m 350m 50m 200m ~ 250m 350m 。o _ 3。
4，120 451 199 39 34 。_30 0.903 0.616 0.683 0.846 0.765 

30 - 8。 81 842 351 230 92 30 - 8。 0.716 0.621 0.709 0.752 0.815 
80 -15。 4 438 208 183 151 80 -150 1.000 0.717 0.750 0.781 0.841 

15
0 
- 1 86 77 145 93 15

0 
- 1.000 0.814 0.753 0.710 0.828 

表 3.26 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.29 傾斜・標高区分別Piiの値
(その他， 1987年) (その他)

Om 50m 200m 250m 350m Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ 50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 。o _ 3。
3，838 437 219 42 37 。o _ 3。 0.932 0.741 0.817 0.868 0.765 

30 - 8。 64 859 361 280 102 30 - 8。 0.797 0.734 0.781 0.849 0.815 
80 -15。 5 491 232 207 180 80 -15。 1.000 0.801 0.825 0.836 0.841 
15
0 
- 1 144 118 205 137 15

0 
- 1.000 0.856 0.836 0.795 0.874 

表 3.27 傾斜・標高区分別メッシュ数 表 3.30 傾斜・標高区分別ajの値
(その他，1991年) (その他)

Om 50m 200m 250m 350m 
Om 50m 200m 250m 350m ~ ~ ~ ~ ~ ~ 50m 200m 250m 350m 50m 200m 250m 350m 。o .......... 30 3，816 471 333 54 36 。o _ 3。 0.882 0.502 0.316 0.842 

30 - 8。 64 1，009 514 352 114 30 - 8。 0.663 0.537 0.675 0.576 0.638 
80 -15。 5 564 352 320 215 80 -150 0.656 0.693 0.754 0.775 

15
0 
- 1 167 155 277 162 15

0 
- 0.796 0.668 0.651 0.802 

注)ーーは安定地点が存在しないことを示す。
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図 3.11は，表 3.12，表 3.18，表 3.24，表 3.30に示した安定地点の面積の割合

を地図上に表示したものである。安定地点の割合が低い地域は，将来他の土地利

用に変化する可能性が高く，土地利用計画上の要注意地点といえる。安定地点の割

合は，過去 3時点の土地利用遷移構造を反映した値ということができる。本研究

のように地形条件から地域区分を行い，空間的に安定地点の割合を示すことで過

去の土地利用計画区域とのオーパーレイ解析など，これまでの土地利用政策の意

図が十分に反映されているかの評価に応用できる
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図 3.11 安定地点の分布
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3.4.2 土地利用の安定地点と空間分布の関連性

ここでは，土地利用の安定地点の割合と土地利用分布の関連性について分析を

行う。阪神地区のような大都市近郊地帯において，無秩序な開発による農林地の

減少は土地利用上の重要な問題の一つである。そこで， r農地J，r林地」に焦点を

絞り，それぞれの分布形態，および近傍に分布する土地利用の種類と，安定地点

の割合との関連性を以下の手順で明らかにした。

安定地点の割合の闘値を 0.8に設定し r農地J，r林地」の安定地点の割合が関

値よりも小さい地域(以下， Rl) と大きい地域(以下， R2)の二つの地域に分類

した。ここで，閲値の設定には，一方の地域のメッシュ数が極端に多くならない

ように闘値の値を変化させて分析を行い，双方の特性が最も顕著に表れた値を採

用した。この二つの地域の比較分析を SAF，SCFの理論を利用して，安定地点の

空間分布パターンを明らかにした。なお， SAFおよび SCFの対象は，当該メッシ

ュを中心とする 20X20の 400メッシュとした。また， Rl， R2の両地域において

SAF， SCFの 3次元表示図と 2次元表示図を示し，さらに比較しやすいように，

当該メッシュを通る東西方向の 3次元メッシュの切断面を示した。

これらの地域比較について，若干，複雑な解釈を要するので説明を加える。

地域比較を行ったときに，ある土地利用iの RlとR2における分布形態に差異

があったとすれば，安定地点の割合と分布形態に関連性が認められることになる。

その分布形態を示す指標の一つである SAFの値は，土地利用iのまとまりを表す

ものであるから，値が大きいほど土地利用 iはまとまって分布していることを示

す。たとえば，ある土地利用 iの Rlにおける SAFの値が， R2と比較して小さい

とき，まとまって分布している土地利用 iの安定性は高く，点在するような形態

で分布している土地利用iの安定性は低くなっていることを示すことになる。

SCFの値は，ある土地利用 jに対する土地利用iの共存性，排斥性を示すもので

あり，値が大きければ隣接して分布し，値が4に近ければ土地利用 iと土地利用 j

は共に近くに分布していないことを示す。たとえば，土地利用 jに対する土地利

用iの Rlにおける SCFの値が， R2よりも大きいとき，土地利用 iは土地利用 jの

近傍に分布しているときに安定性が低いということになる。
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(1) r農地Jの安定地点の空間分布特性

R1とR2での SAFの値を比較するとそれほど大きな差異はみられない。しかし，

R2では南北方向の連担性が高くなっている。これは，農業的な性格が強く，都市

化の影響を受けにくかった三田市において，南北に細長く分布する農地の形態が

反映したものと考えられる。「農地Jの連担性と安定地点における関連はほとんど

認められない(図 3.12""3.16)。

SCFの値は Rl， R2共に r林地」に対して排斥性を示し， 3メッシュ以上離れ

ると SCFの値は 0に近くなる(図 3.17""3.21)。ここでも，両地域の SCFの値に

差異はみられない。「宅地J，rその他」に対する SCFの値は，両地域とも-0.2か

ら0の間の小さな値をとっており， r宅地J，rその他」の分布と，農地の安定地点

の関連性は認められなかった。(図 3.22""3.31)。

以上より， Rl， R2両地域での SAF，SCFの値に大きな差異は観測されず r農

地」の安定地点の空間分布パターンに， r農地Jのまとまりや，周辺に分布する土

地利用の種類に対する特徴はみられなかった。阪神地区の農地の多くは尼崎市，

西宮市といった都市部から離れた山間部に分布しており，その周辺の土地利用は

「林地」が卓越している。したがって「宅地J，rその他」といった都市的土地利

用とは大きく離れた「農地」が多いために SCFの値は変動しなかったと考えられ

る。
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図 3.12 農地 (Rl)の連担性

(SAFの 3次元表示)

図 3.14 農地 (R2) の連担性

(SAFの3次元表示)
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図 3.13 農地 (Rl)の連担性

(SAFの 2次元表示)

10 9 • 7 6 ， . ) 2 1 0 1 2 ) • ， 6 7 • 9 1。
図 3.15 農地 (R2) の連担性

(SAFの2次元表示)
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図 3.16 RlとR2における SAFの値の比較(農地)
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2・
図3.17 農地 (Rl) と林地の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)
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図3.19 農地(R2)と林地の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)
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図3.18 農地 (Rl)と林地の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)

図3.20 農地(R2)と林地の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)
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図 3.21 Rlと R2における SCFの値の比較(農地と林地)
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図 3.22 農地 (Rl) と宅地の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)

図3.24 農地(R2)と宅地の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)
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図3.23 地 (Rl) と宅地の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)

図3.25 農地(R2)と宅地の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)
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図 3.26 RlとR2における SCFの値の比較(農地と宅地)
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図3.27 農地 (R1) とその他の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)

図3.29 農地(R2)とその他の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)

図3.28 農地 (Rl)とその他の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)

図3.30 農地(R2)とその他の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)
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悶 3.31 R1と R2における SCFの値の比較(農地とその他)
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(2) r林地Jの安定地点の空間分布特性

R1とR2での SAFの値を比較すると， R1に比べて R2での SAFの値が極めて

高く， 10メッシュ離れても SAFの値は 0.5以上の値を示し，高い連担性を示して

いる。安定地点の割合が高い区分では， r林地」がまとまって分布していることを

示している。したがって，まとまりがなく，点在するような形態で分布している

とき，安定地点の割合は低くなり，他の土地利用に変化する可能性が高いといえ

る。また，両地域ともに若干南北方向の連担性が高くなっているが，これは対象

地域がやや南北に長い形をしているためである(図 3.32'"'"3.36)。

Rl，ま2における「農地」に対する SCFの値は排斥性を示しているものの，そ

れほど強い相関はみられない(図 3.37'""'3.41)。また r宅地」と「その他」に対

しては，強い排斥性がみられる。 R1とR2の SCFの値を比較すると rその他J

の R2においての排斥性が 2メッシュ以上離れると強くなり，安定地点の割合が

高い区分では「宅地J，rその他」といった都市的な要素が強い土地利用の近傍に

は分布していない傾向が示されている(図 3.43'""'3.52)。阪神地区はゴルフ場の建

設による「林地」から「その他」の転用が多くみられており，これが R1におい

て「その他j との関連性がみられた原因のーっと考えられる。
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図 3.32 林地 (Rl)の連担性

(SAFの 3次元表示)
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図 3.34 林地 (Rl)の連担性

(SAFの 3次元表示)
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図 3.33 林地 (Rl) の連担性

(SAFの 2次元表示)
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図 3.35 林地 (Rl)の連担性

(SAFの 2次元表示)

1098765432  。
トーRlにおけるSAFの値 ーーR2におけるSAFの依|

2 3 4 5 6 7 8 9 10 

図 3.36 RlとR2における SAFの値の比較(林地)
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図3.37 林地 (Rl) と農地の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)

図3.39 林地(R2)と農地の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)
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図3.38 林地 (Rl) と農地の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)
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図3.40 林地(R2)と農地の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)
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69 



図3.42 林地 (Rl) と宅地の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)

図3.43 林地 (Rl)と宅地の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)

図3.44 林地(R2)と宅地の共存性・排斥性

(SCFの3次元表示)

図3.45 林地(R2)と宅地の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)
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図 3.46 RlとR2における SCFの値の比較(林地と宅地)
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図3.47 林地 (Rl) とその他の共存性 ・排斥性

(SCFの3次元表示)
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図3.48 林地 (Rl)とその他の共存性 ・排斥性

(SCFの2次元表示)
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図3.49 林地(R2)とその他の共存性 ・排斥性

(SCFの3次元表示)

図3.50 林地(R2) とその他の共存性・排斥性

(SCFの2次元表示)
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3.5 まとめ

本章では，土地利用変化と地形条件，および土地利用の広がり，近傍土地利用

の分布といった空間分布特性との関連を定量的に明らかにした。分析に先立ち，

GISソフトウェアの ARC/INFOを使用して，国土数値情報の自然地形メッシュデ

ータから，独自のデータベースを作成した。まず， 114細分区画の標高データを

補間し，土地利用メッシュデータと同じ単位である 1110細分区画の標高データを

作成した。さらに， 3次元解析モジュール TINの機能を活用して，この標高デー

タから TINを作成し，可能な限り立体形状を忠実に再現して傾斜を算出した。本

章で用いた補間の手順は極めて汎用性が高く，既存の標高データを用いて様々な

空間スケールのデータベースを作成することも可能である。

これらのデータを用いて分析を行った。本章の対象地域である阪神地区の土地

利用の空間分布特性を以下にまとめる。

阪神地区を地形，傾斜を基に 20区分に分け，それぞれの区分で安定地点の割合

を推定したところ， r宅地」は，どの区分でも高い割合で安定地点が存在し，特に

傾斜が 3度未満で標高が 50m未満の地形条件にあり，都市的土地利用が広がる阪

神地区の南部では高い割合で安定地点が存在することが分かった。また， r宅地j

以外の土地利用も比較的高い割合で安定地点が存在しており，都市化がある程度

収束していることが示されている。

これに対し，標高が 50mから 350mの地形条件の区分では，全ての種類の土地

利用において安定地点の割合は低く，特に， r林地」では安定地点が存在しない区

分が多いことが明らかになった。さらに，この区分のすべての土地利用は，傾斜

が緩やかになるほど安定地点の割合が低くなり，土地利用変化の起こりやすい区

分であり，土地利用計画上の要注意地点といえる。

標高が 350m以上の区分では， r林地」の安定地点の割合は高く，土地利用変化

は起こりにくい区分である。以上より，安定地点と地形の関連を明らかにするこ

とにより，阪神地区の土地利用計画上の要注意地点が標高 50mから 350mの地形

条件の区分に多く存在することが示された。

さらに，これらの区分で算出した「農地J，r林地Jの安定地点の割合を，闘値

を設定して安定地点の割合が高い地域と低い地域に分類し，各土地利用の連担性，
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および排斥性を比較した。阪神地区の「農地Jの多くは尼崎市，西宮市といった

都市部からは離れた山間部に分布しており，その周辺の土地利用は「林地」が卓

越しているため， r宅地J， rその他jといった都市的土地利用の近くには分布して

いない。したがって， r農地Jの安定地点の割合と他の土地利用との関連性は認め

られなかった。

安定地点の割合が高い区分に分布する「林地」は，安定地点の割合が低い区分

に分布する「林地」に比べて連担性が高くなっており，一定の広がりを持って分

布している形態であることが明らかになった。

また r農地」に対しては，それほど強い関連はみられなかったが r林地」の

安定地点の割合が高い区分では「その他Jに対して排斥性がみられ，これらの土

地利用の近傍には分布していない傾向がみられた。以上で， r農地J，r林地」の安

定地点の割合と，空間分布特性が明らかとなった。

これらの定量的解析の結果は，どの場所の土地利用が変化しやすいかという判

断基準の一つの材料となり，地域の土地利用分布の全体的な傾向を把握すること

も可能である。
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第 4章 地理的重み付け回帰による土地利用モデルの構築

地域計画の分野において，現状の地域の状態を把握するために，空間的に分布

している様々な特性を定量的に把握することは重要である。なかでも，都市化に

伴う無秩序な農地転用，および森林伐採などの土地利用に関する諸課題に対して，

土地利用を規定する要因を明らかにすることは土地利用計画策定の際に必要不可

欠な作業である。

土地利用モデルの構築は，土地利用を規定する要因を把握する一つの代表的な

地域分析の方法である。これは，精度の高いモデルを構築することで，パラメー

タの値の大小，あるいは符号の解釈から様々な要因を定量的に評価できるからで

ある。これまでも土地利用モデル構築による地域分析の例は少なくないが，それ

らの要因が土地利用に与える影響は地域内で一定であるとして扱われている場合

が一般的である。たとえば，ある対象空間内に分布する一変量y (ある土地利用

種)を説明するために，いくつかの変量を用いて重回帰分析でパラメータを与え

るとする。すると地域内で一組のパラメータが得られるが，これは対象空間にお

ける土地利用構造の一様性を仮定したことになる。しかし，広域を対象とすると，

対象空間内には都市部と農村部などの異質な地域が複数錯綜している場合が普通

である。これらの地域間で変数同士の関係は一定ではなく，個々の地域に特有な

変数yの決定構造，つまりパラメータの強弱の違いがあると考えられる。

空間における土地利用構造が一様であるという仮定は理論的にも裏付けがなく，

経験的な知見からみても土地利用構造は空間的に変動していると考えられる。

このような変数間の影響の空間的な変動を把握できる分析手法として

Fotheringham (1996) は， Geographically Weighted Regression (地理的重み付け回

帰，以下 GWR) を提唱している。

第 3章では， 4地目(農地，林地，宅地，その他)の土地利用の安定地点の分

布と自然地形条件との関連を分析し，土地利用の安定地点の割合を視覚的に表現

した。したがって，土地利用の安定地点は自然地形条件と関連があることが明ら

かになっていることから，安定地点は自然条件を始めとした様々な条件に規定さ

れていると考えられる。土地利用の安定地点は，過去の 3時点の土地利用データ
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から算出されるため，その時点間の土地利用選移構造を反映した指標である。そ

の空間構造を明らかにすることは，地域計画の観点からも重要である。

本章では，メッシュデータを用いて分析単位空間内の全農地面積に対する農地

の安定地点面積の割合を求め，傾斜などの地理的要因との関連が空間上で変動す

ることを， GWRを用いて明らかにする。さらに，地域間の影響の一様性を前提と

した従来の重回帰分析と対比する形で， GWRの有用性を検証する。

なお，本章の内容は西前ら(1999) において公表した論文を加筆修正したもの

である。
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4.1 地理的重み付け回帰

4.1.1 重回帰分析と GWR

GWRは，回帰分析を応用させた分析手法である。まず，本章での比較対象であ

る重回帰モデルは次式で与えられる。

Yi=ZakXik+εi(i=u ，n) 

Yi : i地点の被説明変数

X
ik 
i地点のk番目の説明変数 (k= 1，2，…，n) 

a
k 
: k番目の説明変数のパラメータ

円 地点の誤差項

(4.1)式のパラメータは次式で与えられる。

a = [XTXJIXTy 

d :パラメータ aの行列形式 (px1) 

X 説明変数xの行列形式 (nxp)

XT:Xの転置行列 (pxn)

Y 被説明変数

一方， GWRは次式で与えられる。

Yi EZ仰 i'vJX

(Ui'vJ i地点の座標
ak(Ui'vJ i地点のk番目のパラメータ

(4.3)式のパラメータは次式で与えられる。

引いJ=伝TW(Uiグi)XJ
1

X
T
W(い i)Y

W(Ui'vJ : nxn行列の対角行列
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重回帰モデルによる地域分析には， 説明変数が被説明変数に与える影響が， 地

域内で一様であると仮定し， 地域全体で一組のパラメータが得られる。 これに対

し， GWRによる地域分析では各分析地点の変数に対してパラメータが得られるの

で， 説明変数が被説明変数に与える影響の空間的変動を把握することができる。

(4.4)式における W(Ui川)の対角要素 Wijを推定する方法として，カーネル法が

一般的に用いられる。 この方法では， 実現値の周辺では確率密度関数の値が高い

という仮定に基づき， 各実現値の周りにカーネルと呼ばれる関数をおく。 ここで

は， カーネル関数として， 次の関数を仮定する。

い P(一手) (4.5) 

du :i地点と j地点との距離

p :定数

(4.5)式から W
ij
の値は，dijが減少するほど増大することがわかる (図 4.1)。

つまり j地点の変数はi地点との距離が近いほどi地点のキャリプレーションに

W;j 

1 

i 地点 dij 

図 4.1 重みwむと距離dijの関係
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対しての影響が強くなり，逆に距離が遠いほど，弱くなっていくことになる。

これを土地利用分析に適用した場合，各観測点の近傍では，同じような土地利

用空間構造があることを仮定していると解釈できることになる。たとえば，地域

内に農村部と都市部が存在するとき，農村部周辺では農村部特有の土地利用空間

構造を持つことを仮定し，都市部周辺では都市部特有の土地利用空間構造を持つ

ことを仮定している。したがって，地域内に同じような土地利用空間構造が，あ

る一定の広がりをもって分布していることを仮定しており，観測点から離れるに

したがって，パラメータ推定の際の影響が小さくなっていくということは経験的

に考えても妥当性があるといえよう。

4.1.2 重み付け関数のキャリプレーション

(4.5) 式においてPを無限に大きくすると，重みW;jの値はすべてのサンプル

に対して 1になり，通常の重回帰分析をサンプル数の数だけ繰り返すことになっ

てしまう。逆にpを小さくすると，パラメータ決定は，iに近接したサンプルに

強く依存していくことになる(図 4.2)。

W;j 

1 

i 地点 dij 

図4.2 重みW;jと定数pの関係
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最小 2乗法により pを推定することは次式を意味する。

k[Yi -Yi(叫→min (4.6) 

タi(s):あるpにおける推定値

この基準を適用すると，sが小さければi地点を除く地点の影響は無視できる

ようになり，推定値は実測値と等しくなるため， (4.5)式の値は Oになるが，適

切な部分集合を決定できない。そのため， (4.5)式における最適なpの選択方法

として， Cleveland (1979)， Bowman (1984)に提唱された Cross-Validation Approach 

(以下， CV法)を用いる。これは次式を最小にする基準で求める。

CV=i[yztz吋 (4.7) 

人i(s): i地点を除いたYiの推定値

様々なpに対する CV値を求めて，非線形最適化手法の一つである黄金分割法

(golden section search) により最適な解を求める。

なお， GWRはそれぞれの観測点で重回帰分析を行うので，回帰式の適合度を示

す寄与率も各地点で求めることができる。

また，巻末付録 3に GWRのプログラムを掲載している。
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4.2 対象地域とデータ

研究対象地域は，大都市周辺広域行政圏の一つである北河内地域(面積

177.5km2) とした。北河内地域は大阪市の北東に位置する七つの市で構成されて

いる(図 4.3，表 4.1)。データには細密数値情報の土地利用 10mメッシュおよび，

地形，沿線距離の 100mメッシュデータを使用した。

表 4.1 北河内地域の構成

枚方市 ¥ (出典 全国市町村要覧 1994年)

構成市町村名 人口 面積(km2)

守口市 155，350 12.72 

枚方市 394，066 65.07 

寝屋川市 255，428 24.72 

大東市 125，561 18.27 

門真市 140，312 12.29 

四条畷市 51，914 18.74 

交野市 68，969 25.56 

5 O 5 10 km 計 1，191，600 177.37 

図 4.3 研究対象地域(北河内地域)

4.2.1 北河内地域の土地利用変化

細密数値情報の 4時点の土地利用 10mメッシュから北河内地域の土地利用メッ

シュ数の推移を表 4.2に示す。 1974年から 1991年の期間において，最大面積を

占める「山林・荒地等」は 18.7%減少しており， r田J，および「畑・その他の用

地Jはそれぞれ 42.4%， 22.8%と大きく減少している。これに対し， r住宅地J，r商

業・業務用地」といった都市的土地利用が大きく増加していることがわかる。ま

た r造成中地J，r空地」といった宅地利用予備地のメッシュ数は， 1974年から

1985年まで減少しているものの， 1985年から 1991年の期間に大きく増加してい
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る。この期間はちょうどバブル経済の最盛期にあたり，大規模な開発が行われた

ものと考えられる。北河内地域は，大阪市と京都市の聞に位置する地理的条件を

もつため，幹線道路沿いの商業開発や大規模な宅地造成などによる都市化とそれ

に伴う農地の減少など，都市近郊地域特有の土地利用動向がみられる。

さらに，表 4.3"""4.6に北河内地域の土地利用選移行列を示す。なお，簡単のた

め「田J，r畑・その他の用地」をあわせて「農地」とし r造成中地J，r空地」を

「造成地Jとし r一般低層住宅地J，r密集低層住宅地J，r中・高層住宅地Jを「住

宅地」に，さらに， r道路用地J，r公園・緑地等J，rその他の公共施設用地」を「公

共公益施設用地」に統合した。

「山林・荒地等j は 「造成地J および「公共公益施設用地」へと転用されるメ

ッシュ数が多く，特に 1985年から 1991年の期間に「造成地」へと転用されるメ

ッシュ数が多い。その「造成地j の多くは「住宅地」や「商業・業務用地Jへと

転用されている状況も把握できる。上述したパフル経済最盛期の宅地造成による

ものと考えられる。「農地」は 「造成地J，r住宅地J，r公共公益施設用地」へと

転用されるものが多く，ここでも 1985年から 1991年の期間の「造成地」への転

用メッシュ数が多くなっている。図 4.4"""4.7に北河内地域の土地利用図を示す。

南東部は生駒山地で傾斜地が広がり，また，南西部の平地には主に工業用地や商

業用地を中心とした都市的土地利用が分布し，地域内のコントラストが顕著にみ

られる。

表 4.2 北河内地域の土地利用メッシュ数の推移

分類区分 1974年 1979年 1985年 1991年
変化率(%)
(74-91) 

山林・荒地等 447，525 435，622 412，929 377，141 -18.7 

農地
田 239，187 212，600 188，829 167，968 -42.4 
畑・その他の用地 73，742 72，620 67，392 60，036 -22.8 

造成地
造成中地 24，077 17，207 14，610 36，294 33.7 

空地 109，054 87，483 88，371 94，600 -15.3 
工業用地 108，969 110，733 109，827 107，761 -1.1 
一般低層住宅地 226，431 238，681 251，604 260，733 13.2 

住宅地 密集低層住宅地 50，073 60，918 65，026 63，869 21.6 
中・高層住宅地 34，585 41，977 46，022 52，148 33.7 
商業・業務用地 74，245 82，048 89，496 99，505 25.4 

公共公益
道路用地 168，841 180，362 182，680 184，285 8.4 

施設用地 公園・緑地等 47，765 50，344 60，632 70，494 32.2 
その他の公共施設用地 91，130 104，363 118，727 124，123 26.6 
河川|・湖沼等 79，686 80，352 79，165 76.353 -4.4 
総メッシュ数 1，775，3)0 -------注)表中の数値は， 10mメッシュの数を示す.
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表 4.3 土地利用遷移行列 (1974・79年)

山林・

荒地等
農地

山林・荒地等

農地

造成地

工業用地

住宅地

商業業務用地

公共公益施設用地

河川l・湖沼等

427，625 1，421 

3，105 279，047 

4，443 4，246 

310 33 

37 123 

1 15 

27 123 

74 212 

商業・業 公共公益 河川・
造成地 工業用地 住宅地

務用地 施設用地 湖沼等

7，123 

11，031 

83，202 

1，003 

940 

246 

405 

740 

483 3，879 

1，249 7，810 

3，189 19，171 

105，684 1，038 
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34 308 

22 237 

37 140 

2，322 

5，087 

292 

118 
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37 

92 
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223 
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1 

2，655 

76，498 

6，025 

8，142 

13，229 
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841 

104 
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1，893 
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荒地等
農地

表 4.4 土地利用遷移行列 (1979・85年)
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表 4.5 土地利用遷移行列 (1985・91年)

山林・荒地等

農地

造成地

工業用地

住宅地

商業業務用地

公共公益施設用地

河川・湖沼等

375，270 1，455 

616 225，790 

1，094 492 

o 18 

17 86 

o 48 

30 64 

114 51 

商業・業 公共公益 河川・
造成地 工業用地 住宅地

務用地 施設用地 湖沼等

21，768 

14，841 

82，131 

2，435 

3，949 

1，136 

2，439 

2，195 

391 3，420 

1，152 5，541 
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382 796 
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表 4.6 土地利用遷移行列 (1974・91年)

商業・業 公共公益 河川・
造成地 工業用地 住宅地

務用地 施設用地 湖沼等

山林・荒地等 369，865 3，346 30，779 

農地 3，432 220，319 26，976 

造成地 2，822 3，481 58，296 

工業用地 322 55 3，127 

住宅地 156 228 4，754 

商業業務用地 4 47 1，369 

公共公益施設用地 174 263 2，955 

河川l・湖沼等 366 265 2，638 
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5 。 5 10 

図4.4 北河内地域の土地利周囲 (1974年)

5 。 5 10 

図4.5 北河内地域の土地利用図 (1979年)
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5 。 5 10 

図4.6 北河内地域の土地利周囲(1985年)

5 。 5 10 

図4.7 北河内地域の土地利用図 (1991年)
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4.3 農地の安定地点の分布構造の空間変動

本節では，重回帰モデルと GWRの定式化と結果の比較を行う。分析単位 (GWR

に用いるサンプルの空間規模)は 100mメッシユ '1とし，これを「単位区画」と

呼ぶこととする。また，土地利用区分「田」および「畑・その他の用地Jをあわ

せて「農地J勺と設定する。細密数値情報の 3時点 (1974，1985， 1991年)の土

地利用メッシュデータを用いて，単位区画内における農地の安定地点の割合を算

出し，これを被説明変数とする。単位区画内に農地がない場合は「農地なしJと

して分析対象外とし， 3時点を通して農地の分布状況が変化していない場合は安

定地点面積の割合を 1とした。

農地の安定地点の分布を規定する要因を探るために， r第 1時期農地面積J，r傾

斜J，r最寄駅までの所要時間」の三つの説明変数η を用いて重回帰分析を行い，

以下の回帰式を得た。なお，被説明変数，および説明変数は標準化した。

y=ーO.048x1+ O.136x2 -O.023x3 

y 農地の安定地点面積の割合

x] 第 1時期農地面積

x2 傾斜

x3 最寄駅までの所要時間

R値

R
2値

補正 R2値

標準誤差

サンプル数

表 4.7 回帰分析結果

0.1469 

0.0216 

0.0213 

0.4396 

10356 

(4.8) 

'110mメッシュの土地利用メッシュデータは， 100mメッシュ単位で集計した。
勺耕作放棄地は含まない。

勺いくつかの地理的変数の中から重回帰分析および GWRで最も寄与率が高くな

る結果が得られるように選択した。
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寄与率 (R2値=0.02)が小さく，地域全体を対象として分析を行った場合， (4.8) 

式に示す回帰式は全く統計的に意味を持たない(表 4.7)。これには，二つの原因

が考えられる。まず，第一点目に説明変数の不足である。農地の安定性は社会経

済的な変数にも規定されており，これらの変数が組み込まれていないことから 4.8

式の適合度が下がっているものと考えられる。第 2点目に，農地の安定地点の割

合を説明するために用いた 3変数の影響が地域内で空間的に変動しているためで

ある。前者の問題点は，不足する変数のデータが整備されれば解決されるが，将

来的に 10m規模のデータ整備が進むことは考えられない。なぜならば， 10mほど

の微細なメッシュ単位では個人情報を提示してしまうためである。社会経済変数

の導入については今後の課題としたい。ここでは，第 2点目の空間変動に着目し

て分析を進めることにする。

この空間変動をとらえるために，4.8式と同じ変数を用いて GWRを定式化した。

GWRは，各単位区画においてパラメータが得られるため，説明変数，および被説

明変数の空間分布状況を把握する必要があり，図 4.8""4.11によりこれらの分布

状況を示すことにする。

図 4.8に農地面積の分布図を示す。北部の枚方市から生駒山地の山麓に沿って

農地が多く分布しているが，南部の都市的土地利用が広がる地域にも，集塊性は

低いが広く分布しており，都市的土地利用と農地が混在している状況がわかる。

図 4.9に傾斜図を示す。南東部の生駒山地では傾斜 8。以上の傾斜地が広がって

いる。また，大阪市と隣接する南西部の守口市，門真市，寝屋川市では平地が広

がり，北河内地域では地形的なコントラストが顕著にみられる。

図 4.10に示す最寄駅までの所要時間の分布図からわかるように，地域内には，

南北に京阪本線，東西に京阪交野線， JR学研都市線の 3本の鉄道が通っており，

北河内地域は全体的に大阪都心部への交通の便が良いといえる。

図4.11に農地の安定地点の分布を示す。南部の都市的地域は，都市的土地利用

と農地が混在しており全体的に安定地点の割合は小さな値を示している。一方，

北部の農業的土地利用が広がる地域では，安定地点の割合は大きな値を示してい

ることがわかる。
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cv法による 3の推定値は 11.2(図 4.12) になった。なお，

図 4.13は GWRにより得られた R2値の分布である。空間的な変動がみられ，約

72%のメッシュで R2値が 0.6以上の高い値を示している。重回帰分析の結果に比

べ，極めて良好な結果が得られており， R2値が高い地点では，説明変数として用

意味のある回帰式が得られたことを示している。 R2値が低かいた 3変数により，

った残り約 28%の地点で 3時点間の土地利用変化をみると，農地から工業用地へ

これ特に精度が低いことがわかった。変化する割合が高い地域及びその周辺で，

農地の安定性はらの地域では，農地は工業用地の拡大に伴って転用されており，

周辺の工業用地の分布形態や社会経

その結果として寄与率が低くなったものと考えられ

地理的条件のみによっては規定されにくく，

済的変数による影響が強く，

る。

のパラメータの分布図である。パラメータが正の地点「農地面積J図 4.14は，

は 100mメッシュ内の農地面積比率が大きいほど安定地点の割合が高いことを示

農地の安定性農地面積比率が高いほど地域の農業的性格が強く，一般的に，す。

すなわちこのパラメータは正の値をとるものと考えられる。対象地域のが高い，

とくに生駒山地西側の都市近郊農業地帯でこの傾向が強くみら

上南部のより都市的性格の強い地域ではこの値が負になっており，

中では主に北部，

一方，
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述の関係が逆転 していることがわかる。 これは，都市化の過程においてメッシュ

内に離散的に分布する (集塊性が低い)農地が他の土地利用に転用されやすいこ

とを示 している。この都市的地域では，都市化が収束状態にあり，こうした離散

的に分布する農地は既に農地転用が終わり，都市化の対象から外れており，逆に

まとまって分布する農地は都市化の対象となっているものと考えられる。

図 4.15は傾斜Jのパラメータの分布図である。負の値から正の値まで幅広

い値をとっているが，平野部では正の値を示す地点が多い。つまり，都市化傾向

が強い平野部では，開発適性の高い緩傾斜地では農地が転用されやすく，ある程

度の傾斜をもっ地点では農地が残る傾向を表 している。逆に山地近くの農業地帯

ではパラメータが負となっており，傾斜が小さいほど農地の安定性が高いことを

示 している。これは，農業適地としての緩傾斜地で農地が安定的に残る一方， 急

傾斜地では耕作放棄が進行している現状が反映されたものと考えられる。ここで

も，地域内でパラメータの値の空間的変動がみられる。
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図 4.14 農地面積のパラメータの分布図
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図 4.16は r最寄り駅までの所要時間」のパラメータの分布図である。パラメ

ータは地域全体で正の値を示している。南部の都市的土地利用が広がる地域では，

パラメータの値が特に高く，最寄りの駅までの所要時聞が長くなるほど農地の安

定地点の割合が増えることを表しており，駅の周辺から都市化や宅地化が進んで

きたという経験的な知見とも合致する。

以上からわかるように， 3変数のパラメータは地域内で地点の特性に応じて空

間的に変動しており，この空間的差異を考慮せずに地域で一律のパラメータを定

めた (4.8) 式でのぜ値が低くなることの根拠が得られた。
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図 4.15 傾斜のパラメータの分布図
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図 4.16 最寄駅までの所要時間の

パラメータの分布図
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4.4 まとめ

本章では， GWRを用いて農地の安定地点の空間分布特性を定量的に明らかにし

た。空間上に分布する土地利用が様々な変数から受ける影響の度合いは，空間的

に変動する。したがって，地域分析の際に重回帰分析のように地域内での変数聞

の影響が一様であると仮定した手法をそのまま適用しても良い結果を得ることは

できない。

一方， GWRを適用した場合，変数聞の影響の空間変動を捉えることができるの

で，重回帰分析に比べて R2値の高い地点が多く存在することが明らかになった。

北河内地域は，都市的土地利用が分布する地域と農郷的土地利用が分布する地域

のコントラストが顕著である。そのため地域内には土地利用分布を決定する構造

の空間変動が存在しており，土地利用決定構造の一様性を仮定したモデルは適し

ていない。この結果は北河内地域に限定されるものではなく，広域な地域を対象

とする場合には，土地利用決定構造の空間変動があると考えるのが常識的であり，

GWRは北河内地域以外の様々な地域の分析に適用することができる。

GWRは，パラメータを地図上に表示することで，変数間の影響の空間変動を視

覚的にも捉えることができ，メッシュデータなどの空間データの特性を的確に把

握できる。また，手法自体は重回帰分析の理論を応用したものであるから比較的

平易な手順で分析ができ，パラメータの解釈も容易で，地域の空間構造をつかみ

やすい。

また， GWRは GISツールときわめて相性の良い手法であり，パラメータを地

図上に表示して地域の構造を視覚的に把握することが可能となる。地価などのよ

うにランダムなポイントで得られるデータから，空間内挿によりメッシュデータ

を生成して同様の分析に用いることができる点でも，適用の可能性は広いと考え

られる。今後，地域指定や道路・施設立地などが土地利用に与える効果を空間的

に把握することで，こうした政策や事業の評価ツールとしての活用が期待できる。
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第5章農振白地の広域土地利用変化動向

農業振興地域を対象に「その整備に関し必要な施策を計画的に推進するための

措置を講じることJを目的とし，農業振興地域(以下，農振地域)の整備に関す

る法律(以下，農振法)が 1969年に制定された。農振農用地区域では農地転用や

開発は原則として禁止されているが，農振法では農用地区域以外には土地利用計

画を定めていない。したがって，農用地区域に指定されていない農振地域，いわ

ゆる農振白地では，集団的農地や基盤整備の終った優良農地が含まれている一方

で，農地以外の工業用地や商業用地などが混在するため，都市的土地利用が侵入

し，虫食い的な農地転用が行われてきた。

このうち都市化の影響が大きい都市近郊の農振白地の多くは，線引きのある都

市計画区域として市街化調整区域(以下，調整区域)と積極的に重複させるよう

決められており，農林地の都市的開発は都市計画法の立場から大幅に制限されて

いる。しかし，調整区域は農地や森林など保全すべき区域と将来の市街化の拡大

に備えた市街化予備区域としてのこつの側面を合わせ持った一体的区域として決

定されたことにより，現実には農業・農村空間での開発・建築行為が進んでいる。

したがって，調整区域と重複していても都市近郊の農振白地は都市化の影響を受

けて，本来保全すべき優良な農地が転用されたり，開発による営農環境の悪化な

ど，多くの土地利用上の問題をはらんでいる。

また，都市近郊の農振白地では調整区域と重複しているため，農地転用やその

他の建築活動に対して，同じ都市計画法の規制を持つ。したがって，調整区域内

の土地利用変化動向とある程度似た傾向を持つと予測できる。しかし，一般に調

整区域は市街化区域と隣接して市街地近郊の平野部から山岳部まで広く分布し，

農振白地は農業集落の周辺に多く分布するのに対し，さらに奥まった山岳部は外

されることなど，分布形態の相違点もある。したがって，両地域の類似した土地

利用変化動向の中にも，農振白地特有の傾向があるものと考えられる。農振白地

の土地利用上の問題に対して有効な施策を導くためには，農振白地特有の土地利

用変化動向，特に農地転用の特性を定量的に把握する必要がある。
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本章では表 5.1に示すように，細密数値情報の 10m土地利用メッシュデータと

大阪府全域の土地利用基本計画図 (5万分の 1)のオーバーレイ解析により 3時点

の空間データを作成し 農振白地と調整区域の土地利用変化動向を比較して広域

的・年次的な農振白地特有の傾向を定量的に示すことを目的とする。

なお，本章の内容は西前ら (2000) において公表した論文を加筆修正したもの

である。

表 5.1 使用した 3時点の空間データ

細密数値情報 10mメッシュ
土地利用基本計画図(土地利用現況調査時期)

1979年(昭和 54年) 1978年(昭和 53年)

1985年(昭和 60年) 1984年(昭和 59年)

1991年(平成 3年) 1992年(平成 4年)

5.1 オーバーレイ解析による空間データの構築

5.1.1 研究対象地域の概要

研究対象地域は，大阪府内で細密数

値情報の土地利用メッシュデータが整

備されている地域(河内長野市・豊能

町・能勢町・河南町・千早赤坂村を除

く 32市 7町)とした(図 5.1)。対象

地域は全域が都市計画区域の指定を受

けており， 3時点聞を通じて農振地域

全域が調整区域に含まれている。

総面積 158，773km2のうち市街化区

域は 90，986km2，調整区域は 67，787km2

である。また，農振地域は 22，927km2

で(うち農用地区域 5，194km2)，農振

白地は 17，733km2を占める(いずれも

1992年)。

N

キ
s

璽塁審研究対象地域

-E二二・・E二二孟二二E・・・・・E二二二二コ

図 5.1 研究対象地域(大阪府)
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5.1.2 農用地区域変更の把握の必要性

農振白地の土地利用変化動向を正確に把握するためには，農用地区域指定の変

遷を年次的に追跡する必要がある。これは，時点間で農用地区域の指定が外れた

地域や，途中で新規に指定された地域を含むと，明らかに計画的に土地利用変化

が行われた地域を含むことになるためである。つまり，一貫して農振白地の土地

利用変化動向を検討するためには，計画的に土地利用が誘導されていない地域を

抽出しなければならない。なお，対象地域では農用地区域の指定から外された地

域の面積が小さく，かつ特定の場所に集中しているため，分析対象外とした。

農用地区域が都市計画の線引きに比べると比較的頻繁に変更されていることを

考慮すると，年次的な土地利用基本計画図のデータが必要となる。しかし，細密

数値情報や国土数値情報といった広域的な土地利用データの整備が進む一方で，

土地利用基本計画図のデータ整備は遅れている。現在，細密数値情報では 100m

メッシュ単位のデータが整備されているが，単年度に限られており，農用地区域

指定の変遷を追跡することができない。また，実用的な面で見ても，農振地域，

農用地区域の形状に比して土地利用規制に関する 100mのメッシュデータは粗く，

都市周辺の複雑な土地利用構造の分析には適さない。

以上のようなデータ上の問題点から，過去の農振白地の土地利用研究は，短期

的かつ集計されたデータによる分析にとどまっており，広域的・年次的な農振白

地の土地利用変化動向を把握できていない。本章では，農振白地の広域土地利用

変化分析における問題点を解決するため，以下の手順によってデータベースを作

成した。

5.1.3 空間データの構築

3時点の大阪府土地利用基本計画図から農振地域，および農用地区域を， GIS 

ソフトを用いてデジタイズしてポリゴンデータを作成した。さらにこれを細密数

値情報の土地利用 10mメッシュデータの位置と一致するように，ラスターデータ

(10mメッシュデータ)に変換した。これを投影法変換勺した後，農用地区域を

切り取り農振白地の 10mメッシュデータを作成した(図 5.2)。この手順を 3時点

*1緯度経度から直角平面鹿標第VI系(細密数値情報の投影法)への変換
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それぞれについて繰り返し，各時点における農振白地の 10mメッシュデータを作

成した。この手順で得られた 3時点の農振地域，農用地区域の分布を図 5.3，図

5.4，図 5.5に示す。

4三 ア
」二ユ7 デジタイズ

/ユゴ§ラ/

4二~ラス月一タに変換

/冨垂岳写/
4二~農用地問切り取り

農振白地メッシュデータ

図5.2 農振白地メッシュデータの
作成方法

-

キE
S 

-農用地区域

露塁審農猿地域

E二圃E二二二二回・・-==ーー

図5.4 農振地域と農用地区域
(1984年)
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図5.3 農振地域と農用地区域
(1978年)
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図5.5 農振地域と農用地区域
(1992年)



次に，農振白地の土地利用変化動向を探るため， 3時点を通じての農振白地(農

振地域内で 3時点を通じて一度も農用地区域の指定を受けていない地域，以下，

3時点間農振白地)を， 3時点の農振白地メッシュデータのオーバーレイにより

抽出した。これをマスクレイヤーとして各時点の土地利用メッシュデータにオー

バーレイし，分析対象となる 3時点間農振白地の土地利用メッシュデータを作成

した(図 5.6)。これらの手順で得られた 3時点間農振白地内の 3時点の土地利用

図を図 5.7，図 5.8，図 5.9に示す。

3時点間農振白地は，北部では茨木市，高槻市のE陵部と淀川沿いに分布して

いる。南部では泉南の丘陵地帯にまとまった面積で広がりをみせているほか，泉

佐野市，泉南市では市街化区域が複雑に入り組んだ形状をしており，微細なパッ

チとして点在している。

3時点の農振白地メッシュのオーバーレイ

土地採I開メッシュ(19均

〈ユ7

I 1978年農振白地メッシュデータ

I 1984年農振白地メッシュデータ

1992年農振白地メッシュデータ

土地採I開メッシュ(1991)

〈コレ

3時点間農振白地のガ師I開メッシュデータ(1979・1略 .1991)

図 5.6 3時点間農振白地内土地利用メッシュデータの作成方法
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なお，農振白地と，農振地域外の調整区域の土地利用変化動向を比較するため，

3時点間農振白地の土地利用メッシュデータ作成と同様の手順で 3時点を通じ

て農振地域を除く調整区域であった地域(以下， 3時点問調整区域)の土地利用

メッシュデータも作成した。 3時点の調整区域の分布を図 5.10，図 5.11，図 5.12

に示す。調整区域は大阪府の中心部の市街化区域を取り囲む形態で分布しており，

特に北部と南部の山間部においてまとまって分布している。しかし，これらの地

域においても市街化区域との境界部では，市街化区域に変更されており開発予備

地としての性格も強い。

また， 3時点問調整区域内の 3時点の土地利用図を図 5.13，図 5.14，図 5.15に

示す。 3時点問調整区域は，大部分が 3時点間農振白地よりも市街地から離れた

府境沿いの山間部にまとまって分布しており，これらは山間地的な性格が強く，

開発適性も低いため都市化の影響を直接受けることは少ない地域であると考え

られる。その土地利用は「山林・荒地」および「畑・その他の用地j が多く占め

ている。一方で，府の中央を東西に流れる大和川の南に位置する堺市，松原市，

美原町，大阪狭山市の平野部では， 3時点問調整区域が市街化区域に囲まれる形

で分布し r田Jが卓越している。これらは，開発予備地として市街化区域に組

み入れられなかった地域ととらえることができる。
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図 5.10 調整区域 (1978年)
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図 5.11 調整区域 (1984年)
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図 5.12 調整区域 (1992年)
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103 



必¥
w千
S 

地用設施

地

益

農

地

地

地

地

公

等

の

宅

宅

宅

用

等

共

等

地

他

住

住

住

務

地

公

沼

荒

の

地

地

層

層

層

業

地

緑

の

湖

そ
中
用
低
低
高
・
用
・
他
・
他

林
・
成
地
業
般
集
・
業
路
闘
の
川
の

山
田
畑
造
空
工
一
密
中
商
道
公
そ
河
そ
海

・
口

5 0 

-ー
5 10 15 

図 5.14 3時点問調整区域の土地利用図 (1985年)

104 



5 0 
里雪面画

ぷk
w可ド E

S 

山林・荒地等
田
畑・その他の農地
造成中地
空地
工業用地
一般低層住宅地
密集低層住宅地
中・高層住宅地
商業・業務用地
道路用地
公園・緑地等
その他の公共公益施設用地
河川・湖沼等
その他
海

5 10 15 

図 5.15 3時点問調整区域の土地利用図(1991年)
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5.2 農振白地の土地利用変化の空間分析

5.2.1 3時点間農振白地の土地利用メッシュ数の推移

3時点間農振白地の土地利用メッシュ数の推移を示す(表 5.2)。

3時点間農振白地では，農地面積の比率が高く，農業的な性格が強い。調整区

域と重複しているため，都市計画法の立場から農林地の都市的開発が厳しく規制

されているが， 3時点聞に「田」および「畑・その他の用地」は，それぞれ約 8.0%，

10.4%と大きく減少している。また 市街化区域に比べて地価が安く，都市近郊

という地理的条件をもつことから，工業用地や商業用地などの都市的土地利用の

増加傾向がみられる。また，都市計画法第 34条の例外規定 1号， 9号， 10号ロの

対象事2で細密数値情報の土地利用上の区分では「道路用地J・「公園緑地等J・「そ

の他の公共施設用地」にあたるメッシュ数が，それぞれ， 30.7%， 41.8%， 32.0% 

と増加していることがわかる。また， r造成中地J・「空地」といった宅地予備地が

それぞれ 55.2%，62.2%と大きく増加しており，今後も開発行為が進んでいく可能

性がある。

一方で， r一般低層住宅」・「密集低層住宅Jといった住宅地の建築行為は少なく，

「密集低層住宅」は 4.2%減少している。

*2都市計画法第 34条は市街化調整区域における立地の基準に関する規定であり，

この立地基準を満たす開発行為だけが例外的に許可されている。
第 1号:当該開発区域の周辺の地域において居住している者の日常生活のため必

要な物品の販売，加工，修理等の業務を営む底舗，事業場その他これらに類する

建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為。

第 9号:市街化調整区域に関する都市計画が決定され，又は当該都市計画を変更

してその区域が拡張された際，自己の居住若しくは業務の用に供する建築物を建

築し，又は自己の業務の用に供する第一種特定工作物を建設する目的で土地又は

土地の利用に関する所有権以外の権利を有していた者で，当該都市計画の決定又

は変更の日から起算して 6月以内に建設省令で定める事項を都道府県知事に届
け出たものが，当該目的に従って，当該土地に関する権利の行使として行う開発

行為(政令で定める期間内に行うものに限る)。

第 10号ロ:開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ，

かつ，市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められるもの。
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表 5.2 3時点間農振白地の土地利用メッシュ数の推移

メッシュ
変化率(%)分類区分 1979年 1985年 1991年 数の増減
(79・91)

(79・91)

山林・荒地 494，172 491，578 472，055 -22，117 -4.5 

農山地林等・ 田 241，215 234，404 221，982 -19，233 -8.0 

畑・その他の用地 240，525 231，441 215，467 ー25，058 -10.4 

造成中地 9，328 9，135 14，475 5，147 55.2 
造成地

空地 26，635 32，128 43，200 16，565 62.2 

工業用地 29，572 30，648 32，454 2，882 9.8 

一般低層住宅 96，644 98，358 99，907 3，263 3.4 

宅地 密集低層住宅 11，825 11，666 11，331 -494 -4.2 

中高層住宅地 4，509 4，552 5，080 571 12.7 

商業・業務用地 16，017 17，688 23，040 7，023 43.9 

道路用地 51，622 54，957 67，486 15，864 30.7 

公施共設公用益地 公園緑地等 23，949 25，142 33，968 10，019 41.8 

その他の公共施設用地 29，473 34，420 38，898 9，425 32.0 

河川・湖沼 121，100 120，514 117，296 -3，804 -3.1 

その他 2，243 2，198 2，190 -53 -2.4 

総メッシュ数 1，398，829 

都市的土地利用の比率(%) 21.6 22.9 26.6 

5.2.2 3時点問調整区域の土地利用メッシュ数の推移

3時点問調整区域の土地利用メッシュ数の推移を示す(表 5.3)。

3時点問調整区域は，市街地から離れた山間部に分布する「山林・荒地」の面

積が全体の約 76%と大部分を占めている。この地域は市街化の影響は少なく， r森

林・荒地Jのメッシュ数は1.8%の減少にとどまっている。一方で，市街地周辺の

開発予備地に多く分布する「田」が約 12.6%減少している。また r造成中地J，
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「空地」といった宅地予備地がそれぞれ 81.6%，50.9%と大きく増加している。「商

業業務用地J，rその他の公共施設用地」はそれぞれ 49.4%， 63.5%と大きく増加し

ていることがわかる。上述したように， 3時点問調整区域は，主に「山林・荒地J，

「畑・その他の用地」が分布する市街化の影響を受けにくい地域と，主に「田」

が分布し，市街地に近い地域に分けることができる。したがって，両地域の性質

が異なるために，表 5.3のようなメッシュ数の推移だけでは，土地利用動向の特

性を把握しにくくなっている。

表 5.3 3時点問調整区域の土地利用メッシュ数の推移

分類区分 1979年 1985年 1991年
メッシユ変化率(%)
数の増減 (79・91)
(79-91) 

山林・荒地 3，187，136 3，170，742 3，129，335 -57，801 -1.8 

農山地林等・ 田 275，573 256，371 240，960 -34，613 -12.6 

畑・その他の用地 112，275 109，864 103，956 -8，319 -7.4 

造成中地 20，849 17，845 37，864 17，015 81.6 
造成地

空地 36，477 45，088 55，032 18，555 50.9 

工業用地 28，806 29，986 30，413 1，607 5.6 

一般低層住宅 55，289 59，138 62，870 7，581 13.7 

宅地 密集低層住宅 8，676 8，652 8，311 -365 -4.2 

中高層住宅地 3，754 3，894 4，283 529 14.1 

商業・業務用地 17，001 20，434 25，399 8，398 49.4 

道路用地 78，336 82，377 92，869 14，533 18.6 

公施設共公用益地 公園緑地等 55，782 65，867 79，048 23，266 41.7 

その他の公共施設用地 42，440 55，877 69，385 26，945 63.5 

河川・湖沼 233，870 236，459 223，256 -10，614 -4.5 

その他 22，528 16，198 15，811 -6，717 -29.8 

総メッシュ数 4，178，792 

都市的土地利用の比鞘%) 8.9 9.7 11.5 
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5.2.3 r田」の変化の空間分析

3時点問農振白地と 3時点問調整区域は，共に都市的土地利用が増加しており，

農地転用面積も大幅に増加している。そこで農地転用の動向を，より詳細に把握

するために， r田Jおよび「畑・その他の用地」に関して，土地利用メッシュデー

タのオーバーレイによる空間解析を行い， 1979年から 1985年の期間 (80年代前

期)と， 1985年から 1991年の期間 (80年代後期)における農地の転用先の傾向

を探ることとする。

「田」について， 3時点間農振白地の転用先(図 5.16)と3時点問調整区域の転

用先(図 5.17)を比較すると， 3時点間農振白地では 80年代前期から後期にかけ

て，全体の転用面積が大きく増加している。農地・山林等への転用面積はほとん

ど変化していないが，造成地，宅地などの都市的土地利用への転用面積が大きく

1979 -
1985 

1985・
1991 

1979 -
1985 

1985 -
1991 

o 2，500 5，000 7，500 10，000 12，500 15，000 17，500 20，00o 22，500 

|ロ農地・山林等 回造成地 図宅地 図公共公益施設用地 ・剛"・湖滑等・その他|メッシュ数

図 5.16 3時点間農振白地の「田」の転用先

1.6 

o 2，500 5，000 7，500 10，000 12，500 15，000 17，500 20，00o 22，500 
|口農地・山林等国造成地図宅地図公共公益施設用地鴎河川・湖沼等・その他|メッシユ数

図 5.17 3時点問調整区域の「田Jの転用先
注)棒グラフ中の数値は転用比率(%)を示す(図 5.16・図 5.17)。
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増加しており， r田」の転用が都市的土地利用へ進んでいる傾向がわかる。これに

対し， 3時点問調整区域では，全体の転用面積は減少している。

「田」は，平野部にある市街地周辺の 3時点問調整区域から，E:陵地帯の 3時

点間農振白地にわたって多く分布しており， 80年代前期から後期にかけて都市化

の影響による農地転用が， 3時点問調整区域から 3時点間農振白地へと移行して

いることがわかる。

ここで， 3時点間農振白地の都市的土地利用に転用された「田Jの分布特性を

詳細に把握するために，大阪(梅田)駅までの所要時間と傾斜により 28区分に地

域分類し， 3時点間農振白地内の「田」の分布(図 5.18，図 5.20) と，都市的土

地利用に転用された「田」の分布(図 5.19，図 5.21)を比較する。 1979年および

1985年の「田」の分布をみると，傾斜が 0
0
""'3。の地点に多く分布し，傾斜 8

0

以上の条件では，極端にメッシュ数が少なくなっていることがわかる。また，大

阪(梅田)駅までの所要時間は約 30分から 70分の時間帯に多く分布し， 50分か

ら60分の時間帯に分布するメッシュの数が最も多くなっている。

これに対し，図 5.19に示す 80年代前期に都市的土地利用に転用された「田」

の分布をみると，図 5.18に比べて傾斜が 0。から 3
0

の条件により多く分布し，

傾斜が 8
0

以上の地域ではほとんど転用されていない。大阪(梅田)駅までの所

要時間は，図 5.18に比べて短くなっており， 30分から 40分の時間帯に分布する

メッシュの数が最も多くなっている。 80年代後期もほぼ同様の傾向がみられる

(図 5.20，図 5.21)0 r田Jはその土地利用の特性上，平地に多く分布するが，そ

のため地形的な観点からみると都市的土地利用としての利用価値が高い。そのな

かでも市街地へ近い条件下にあり，傾斜が小さいという地形条件を持つ「田」が

転用されている傾向が確認できた。

また， 80年代後期には，関西国際空港の埋め立てに伴い，泉州地域を中心に市

街化区域で大規模な開発が行われた。この地域周辺の 3時点間農振白地は，市街

化区域と隣接して，微細なパッチとして点在しているために，開発に伴う都市化

の影響を間接的に受けて，この期間の農地の転用面積が増加したものと考えられ

る。
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表 5.4 n振白地の f田Jの分布(1979年)
20"'30 30"'40 40'" 50 50'"60 60"'70 70"'80 80~90 
分 分 分 分 分 分 分

00"，  3。 766 29.353 40.695 47.996 22.200 604 

30"'8。 7，022 14，120 25，288 19，198 4，774 335 

80"'150 1，200 3.123 5，738 3，095 3，895 1，012 

150"，  127 2.249 3，077 863 2，744 354 

50，000 

メ 40，000

ツ 30，000

Z20，O00 

数 10，000。

大阪(梅田)駅までの所要時間(分)
図 5.18 農援白地の TI田Jの分布 (1979年)

傾
斜

表 5.5 農振白地の都市的土地利用に転用された f田』の分布 (1979・85年)

20'" 30 30"'40 40"'50 50'"60 60"'70 70"'80 80"'90 
分 分 分 分 分 分 分

。0"'30 20 1.631 1.568 787 307 9 

30"'8。 297 514 498 178 366 。
80"'15。 12 56 19 5 244 10 

150"，  4 5 6 O 6 O 

数 500 

0 傾
斜

2，000 

51，500 

シ 1，000
ニエ

.......50 

大阪(梅田)駅までの所要時間(分)
図 5.19 農援白地の都市的土地利用に転用された「田Jの分布(1979・85年)
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。0"'3。
30....... 80 

80"，  15。
150"，  

50，000 

メ 40，000

ツ 30，000

Z2O，O00 

数 10，000。

表 5.6 股振白地の「田j の分布(1985年)
20.......30 30.......40 40.......50 50.......60 
分 分 分 分

746 27.469 39.215 47.193 

6，720 13，579 24，525 

1，188 3，073 5，744 

123 2，245 3，016 

""'50 

大阪(梅田)駅までの所要時間(分)

60"'70 
分

21.811 

19，454 

3，109 

812 

""'30 

図 5.20 農振白地の『聞Jの分布 (1985年)

70'" 80 
分

595 

4，394 

3，640 

2，731 

80'" 90 
分

335 

959 

354 

傾
斜

表 5.7 農振白地の都市的土地利用に転用された『田Jの分布(1985・91年)

。0"，3。
30"'8。
80.......15。
150"，  

4，000 

メ 3，000
ツ

シ 2，000
ユ
数 1，000

0 

20'" 30 30"'40 40'" 50 50'"60 
分 分 分 分

43 2.292 3.094 2.165 

137 468 1，399 

3 48 68 

O O 14 

-50 

大阪(梅田)駅までの所要時間(分)

60"'70 
分

930 

1，002 

187 

16 

-30 

70'" 80 
分

O 

220 

121 

，、、，

80;;;:'-90 
分

o 
O 

O 

傾
斜

図 5.21 農振白地の都市的土地利用に転用された「回j の分布(1979・85年)
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5ム4 r畑・その他の用地」の変化の空間分析

「畑・その他の用地Jについて， 3時点間農振白地の転用先(図 5.22) と3時

点問調整区域の転用先(図 5.23) を比較すると， 3時点間農振白地では農地・山

林等への転用面積が「田」に比べて大きい値を示している。このうちの約 20%が

80年代後期に都市的土地利用へと転用されており，笹地，裸地など，細密数値情

報の区分では農地・山林等となる土地利用形態をとった後に，都市的土地利用へ

転用されていることがわかる。また， 80年代前期から後期にかけて，造成地，公

共公益施設用地への転用面積が大きく増加しており，都市的土地利用への転用が

進み，全体の転用面積も大きく増加している。また， 80年代後期の公共公益施設

用地への転用先の細区分をみると，そのほとんどが「道路用地」への転用となっ

1979 -
1985 

1985 -
1991 

1979 -
1985 

1985 -
1991 

。

。

0.2 

2，500 5，000 7，500 10，000 12，500 15，000 17，500 20，000 

|ロ農地・山林等国造成地図宅地図公共公益施設用地・河川・湖沼等・その他|

図 5.22 3時点間農振白地の「田」の転用先

2，500 5，000 7，500 10，000 12，500 15，000 17，500 20，000 

|ロ農地・山林等回造成地図宅地図公共公益施設用地聞河川・湖沼等・その他|

図 5.23 3時点問調整区域の「田」の転用先

注)棒グラフ中の数値は転用比率(%)を示す(図 5.22・図 5.23)。
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ている。これは阪和道の建設によるものであり，道路整備による営農環境の悪化

や，沿道の商業業務用地立地などによる都市的土地利用の混在が促進される可能

性がある。

3時点問調整区域では r畑・その他の用地j の分布が比較的市街地から離れた

緩傾斜地に多いため，転用面積は若干減少しているがほとんど変化していない。

以上から， 3時点間農振白地の「畑・その他の用地」は， 80年代前期に比べ 80

年代後期に転用面積が増加していることがわかる。さらに，都市的土地利用に転

用された「畑・その他の用地j の分布形態をみてみることにする。

1979年， 1985年の「畑・その他の用地Jの分布形態(図 5.24，図 5.26) をみ

ると，傾斜が 30 からどの地域に多く分布し r畑・その他の用地j の土地利用

上の特性からも緩傾斜地に分布していることがわかる。また，大阪(梅田)駅ま

での所要時間は， 60分から 70分の時間帯に最も多く r田Jの分布に比べて市街

地から離れた地域に分布していることがわかる。これらは平地から山間部の間に

ある丘陵地帯に多く分布し， r田Jに比べると都市化の影響を受けにくい地域であ

る。しかし， 80年代前期の都市的土地利用に転用された「畑・その他の用地」の

分布(図 5.25) をみると，大阪(梅田)駅までの所要時間が 50分から 60分の時

間帯に分布するメッシュの数が最も多く，より市街地に近い条件にある「畑・そ

の他の用地」が転用されており，また，傾斜が 0。から 3
0

の地域でも多く転用さ

れていることがわかる。ここでも，開発適性の高い地理条件にある地域の転用が

多いことが明らかになった。さらに，80年代後期に都市的土地利用に転用された

「畑・その他の用地jの分布(図 5.26)をみると，傾斜が 0。から 3。の地域にお

ける転用傾向がさらに大きくなっている。また，大阪(梅田)駅までの所要時間

は， 60分から 70分の時間帯に最も多く分布しており， 80年代前期に比べてさら

に山間部へと開発行為が進んでいる現状が観測できる。
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表 5.8 農振白地の「畑・その他の用地Jの分布 (1979年)
20"'30 30"'40 40"'50 50~60 60"'70 70"'80 

00"" 3。
30""8。
80"'15。
150"，  

50，000 

メ 40，000

ツ 30，000

~ 20，000 
数 10，000。

分 分 分 分 分 分

60 3.868 18.155 25.403 14.969 721 

421 9，349 37，354 44，265 13，946 

58 2，964 13，567 18，284 14，060 

25 901 6，928 5，514 7，294 

........50 ........40 ........30 

大阪(梅田)駅までの所要時間(分)

図 5.24 農振白地の『畑・その他の用地Jの分布 (1979年)

80"'90 
分

262 

343 

511 

傾
斜

表 5.9 農振白地の都市的土地利用に転用された「畑 ・その他の用地j の分布 (1979-85年)

。0........30
30........8。

80........150 

150 ........ 

1，200 

メ 1，000
ッ 800

シ 600
ユ 400

数 200。

20"'30 30"'40 40"'50 50........60 
分 分 分 分

O 255 817 713 

4 283 1，079 

6 22 139 。 。 31 

........50 

大阪(梅田)駅までの所要時間(分)

60........70 
分

198 

754 

83 

19 

........30 

70........80 
分

22 

424 

477 

228 

80........90 
分

。
o 
O 

傾
斜

図 5.25 農振白地の都市的土地利用に転用された f畑・その他の用地Jの分布 (1979・85年)
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表 5.10 農振白地の「畑・その他の用地j の分布(1985年)

。0"""3。
30"""8。
80.....， 15。
150.....， 

50，000 

メ 40，000

ツ 30，000

Z2O，000 

数 10，000。

20~30 30"""40 40"""50 50"""60 60"""70 70"""80 
分 分 分 分 分 分

60 3.905 17.426 24.003 14.292 675 

426 8.977 35.598 42.400 13.495 

52 2.914 13.662 18.004 13.494 

25 925 7，000 5，269 6，420 

'"'-'50 '"'-'40 '"'-'30 

大阪(梅田)駅までの所要時間(分)

図 5.27 農振白地の「畑・その他の用地Jの分布(1985年)

80"""90 
分
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表 5.11 農振白地の都市的土地利用に転用された『畑・その他の用地j の分布 (1985・91年)

。0"""3。
30.....， 80 

80.....， 15。
150.....， 

2，500 

メ 2，000

ツ 1，500

Zl，ooo 
数 500。

20"""30 30"""40 40"""50 50"""60 
分 分 分 分

12 484 2.188 1.416 

22 701 1，251 

60 401 

2 30 44 

'"'-'50 

大阪(梅田)駅までの所要時間(分)

60"""70 70"""80 
分 分

1.395 15 

2，410 929 

877 568 

70 308 

'"'-'30 

80"""90 
分

O 。
O 

傾
斜

図 5.28 農振白地の都市的土地利用に転用された「畑・その他の用地Jの分布(1985・91年)
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5.3 まとめ

本章では，土地利用基本計画図と細密数値情報の 10m土地利用メッシュデータ

のオーバーレイ解析により，農用地区域の変更を年次的に追跡し，農振白地の広

域土地利用変化動向を分析した。

大阪府の平野部は，大部分が市街化区域に設定され，都市的土地利用が支配的

であり，都市化の影響は調整区域と重複する農振白地に及んでいる。 3時点間農

振白地は，平地で市街地に近いなどの都市として開発適性の高い条件に多く分布

しているため， 80年代前期から後期にかけて，農地の都市的土地利用への転用が

進んでいる現状が明らかになった。特に「畑・その他の用地」において，公共公

益施設用地への転用傾向が大きくなっている。造成地や宅地への転用は，開発適

性の高い「田」において大きく増加している。

調整区域の建築活動において，公共公益施設用地への農地転用は「商業・業務

用地」の立地誘因となる。したがって，対象地域における 3時点間農振白地の農

地の変化動向から明らかになったように，公共公益施設用地への農地転用が促進

され，地形的に優良な農地が優先的に転用されていけば，結果として都市的土地

利用の混在による営農環境の悪化と，これに伴う優良農地の都市的土地利用への

転用がさらに促進されるという悪循環が生まれる可能性がある。

これまで，農振白地の農地が抱える問題点がとなえられてきたが，本研究のよ

うに 10mメッシュという微細な土地利用の空間データを使用して，広い地域を分

析し，都市近郊の農地の複雑な変化を定量的にとらえた研究はない。長期間かっ

広域にわたって土地利用計画図を集積すること自体極めて困難であり，これらを

GISデータベース化することだけでも貴重な研究資料が得られると考えられる。

これからの土地利用計画には，こうした微細なデータによる科学的分析の結果を

活用することが重要である。そのためにも，広域的・年次的に土地利用計画図を

集積し， GISデータベースとして整備していくことが土地利用研究にとって重要

な意義をもつものと考えられる。
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第 6章結論

本論文は，数値情報を使用して，各種の空間分析手法を地域分析に適用し，土

地利用の空間分布特性，および土地利用変化動向を定量的に分析することを通じ

て，土地利用計画技術の発展を試みたものである。以下，各章の内容を総括して，

本論の結論とする。

第 2章 f空間分析におけるメッシュデータの適用可能性Jでは，様々な空間分

析手法と，国土数値情報，および細密数値情報のメッシュデータに対する適用可

能性を検討した。メッシュデータの分析には，近傍メッシュの空間的な波及効果

を考慶する必要があり，その際にはメッシュデータの大きさも同時に考慮しなけ

ればならない。国土数値情報と細密数値情報の土地利用メッシュデータは，土地

利用の空間分析に適する空間規模をもつことを示した。

第 3章「空間相関分析法を用いた土地利用の空間分布分析」では，阪神地域を

対象として土地利用のばらつきや集塊性などの分布形態の特徴と土地利用変化の

関係を分析し，その結果，林地の変化は，林地のばらつきや広がり，近傍に分布

する土地利用地目の種類などの分布形態に関連性があることを明らかにした。

第 4章「地理的重み付け回帰を用いた土地利用モデルの構築」では，細密数値

情報の近畿圏土地利用メッシュデータを使用して，農地の変化が他の要因(傾斜，

駅からの距離，農地面積の割合)とどのような関係にあるのかを分析した。パラ

メータを空間的に変動させた重回帰分析で，空間上のデータの地域的差異を捉え

ることのできる分析手法 GWRによりこれを定式化し，従来の重回帰モデルより

優れたモデルであることを実証した。得られたパラメータから，農地変化の大き

い都市周辺部において，優良農地を保全するためにどのような条件の地区を選ぶ

ことが望ましいか，といった土地利用計画上の判断材料として有効であることを

示した。

第 5章「農振白地の土地利用変化動向j では，大阪府全域を対象として農業振

興地域の広域的土地利用変化に関する分析を行った。とくに，無秩序な農地転用

が問題視されている農振白地の土地利用変化動向について， GISにより作成した

データベースと細密数値情報の近畿圏土地利用メッシュデータを元に時系列で分
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析した。その結果，広域的・長期的な現象把握を通じて農振白地に特有の土地利

用変化構造が明らかになった。また，調整区域の土地利用変化動向と比較するこ

とで， 80年代前期から 80年代後期にかけて農地の都市的土地利用への転用が，

調整区域から農振白地へと移行していることが明らかになった。

本論では，一貫して土地利用のメッシュデータを使用した。土地利用の定量的

分析は，扱うデータの性質によって大きく二分される。行政区などの社会的単位

によって集計された「統計データ」を用いる場合，人口や生産活動などの社会・

経済データも同様の単位で取得しやすい反面，集計単位内部での空間分布が包括

されているために現象の空間的変動を捉えることができない。一方，地域メッシ

ュや衛星画像などの「空間データJは， 10"'"" 100mの微細な空間単位で事象を把握

することができ，とくに空間的変動の大きい土地の自然立地的条件(傾斜や地質

など)や地理的条件(アクセシビリティなど)を考慮した分析が可能である。

従来の土地利用研究は，空間データの取得が困難であることや，コンビュータ

の処理能力の制約から，統計データを用いた微視的な分析が中心であった。その

ため，例えば農業集落や市町村を単位として土地利用変化の分析や将来予測を行

ったとしても，集計単位内のどの地点が計画策定上重要であるかといった判断材

料を提示し得ない。また，微細な空間データを用いて分析を行ったとしても，そ

の結果は極めて局所的な要因の影響を受ける場合が多く，一般的な計画技術とし

て適用することは問題がある。

以上から，土地利用現象を的確に捉え，人間活動や地域環境との関連において

望ましい将来像を計画的に導くためには，より広域的な，しかも空間的に詳細な

分析手法が不可欠であることは明らかである。近年の空間データ整備と GIS技術

の進展は，まさにこうした研究のプラットフォームを提供している。本論文はそ

の利点を最大限に活かして，今までにない土地利用研究の方向性を提示したもの

である。
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付録 1

細密数値情報変換プログラム
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/材料**Tdk land-use data conversion program **料***材料料材/

#include<stdio.h> 
#include<stdlib.h> 

#define M 300 

#define N 400 

mainO 

char 

char 

unsigned long 

int 

int 

int 

int 

FILE 

fileO[ 64 ]，file1 [64 ]，dum[8]，企lame[12];
dummy[5300]，luse[25] [M][N]; 
xcor，ycor; 
mcodeu，mcodev，ye; 
a，k，i，j，b，gnum; 
line，umax，umin， vmax， vmin; 
lu1，lu2，lu3，lu4，gcodev，gcode[20]，yoko[50]; 
*fpO，本fp1，*fp2， *fp3; 

printf(" INPUT year 1・5:");
scanf("%d"，&ye); 

j***料*********OUTFlLE1-NAME料******材料*****j

i貰悶LL==(や1= fopen( "aIl企lame.txt"，"w" ))) 
{ 

printf("￥n CANNOT OPEN OUTFILE : %s￥n"，file1); 
exit(l); 

} 
for( i = 0; i < 10; i++) 

{ 
for( k = 0 ; k < 10 ; ++均
{ 
fprintf(や1，"K%d_O%dO%d.百四n"，ye，i，k);
} 
for( k = 10 ; k < 30 ; ++k) 

{ 
fp白ltf(fp1，"K%d_0%d%d.1DU￥n"，ye，i，k);
} 
} 
for( i = 10 ; i < 34 ; i++) 

{ 
for( k = 0 ; k < 10 ; ++k) 

{ 
fprintf(fp1，"K%d一%dO%d.1DU￥n"，ye，i，k);
} 

for( k = 10 ; k < 30 ; ++k) 

{ 
fprint買fp1，"K%d一%d%d.1DU￥:n"，ye，i，k);
} 
} 
fclose( fp 1); 

j**料*料材料*料*INFlLE-NAME ***料********j

j*printf("￥"n"); 

printf(" INPUT READFILE-NAME :"); 
scanf("%s"，fileO);*j 
if(NULL== (や0=fopen( "allfname.txtヘ"r"))) 
{ 
printf("~n CANNOT OPEN INFILE :￥n"); 

exit(l); 

} 
j**料*******料*OUl下ILE2-NAME料***************/

printf("￥n"); 
j*printf(" INPUT OUTFlLE2・NAME:");
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scanf("%s"，file1); */ 
if(悶 LL==(削=fopen( "out1"， "w" ))) 
{ 

printf("￥n CANNOT OPEN OUTFlLE : %s￥n"，file1); 
exit(l); 

} 
/材料********帥 GCODE*****************/ 

/*gnum = 0; 

printf(" Input-GCODE Vn"); 

printf(" If end of inputs， Input-GCODE with '10守n");
for(i =0; i < 20; i ++) 

{ 
printf("￥'n"); 

printf(" INPUT %dth-GCODE :"，i+1); 
S回 nf("%d"，&gcode[i]); 
if(gcode[i] == 10) 

break; 

gnum++; 

}*/ 
j************************脚本**********************/

printf("￥n"); 

p戸r血h凶tfl其("1 悶 U凹T(ωuma叫x丸，vm招吋): "勺vヲ)
scanf("%d%ls%d"，&umax，dum，&vmax); 
pr泊tf("￥n");

p血tf("INPUT (u凶n，v凶 n): "); 
scan町'%d%ls%d"，&umin，dum，&vmin);

/************** INITIAL VALUE 料*材料料*料*材料帥**/

for( k = 0 ; k < 34 ; ++k) 

{ 
yoko[k] = 0; 

} 

for( k = 0 ; k < M ; ++k) 
{ 

for(j = 0 ; j < vmax・vmin+ 1 ; ++j ) 
{ 

for( i = 0 ; i < N ; ++i ) 

{ 
luse[j][k][i] = 17; /** luse[vcode][300][400] **/ 
} 

/**********料** ********************材料**料********/

for( j = 0 ; j < 395 ; +吋)/*材料料*tdk line is 395 ********/ 

{ 
/*材****料******INFlLE-NAME 料*料材料材料/

fgets(白lame，12身0);
/*puts(fname); * / 

if(NULL==伸2= fopen( fname， "r" ))) 
{ 
/*printf("￥n CANNOT OPEN INFILE : %s￥n" ，fname );puts( fname);り

} 
else{ 

/*printf(" j = %d￥n"，j+1);*/ 
fscanf( fp2， "%2d%2d %3d" ，&mcodeu，&mcodev，&line); 
if( mcodeu >= umin && mcodeu <= umax && mcodev >= vmin && mcodev <= vmax) 

{ 
if(line == 1) {yoko[mcodeu] ++;} 

fprint買fp1，"%d， %d， %d， "，mcodeu，m∞dev，line); 
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fgets( dummy，801，fp2); 
令市ltf(fp1，"%s￥n"，dummy);
for(i = 0 ; i < M・1;i++)

{ 

fscanf( fp2， "%2d%2d%3d" ，&mcodeu，&mcodev，&line); 
fgets( dummy，801身2);
fprintf(fp 1，" %d， %d， %d，" ，mcodeu，mcodev，line); 
fpr泊tf(fp1，"%s￥n"，dummy);
} 

} 
else{ 

fgets( dummy，801 ，fp2); 
for(i = 0 ; i < M -1 ; i ++ ) 

{ 
fscanf(fp2，"%2d%2d%3d"，&mcodeu，&mcodev，&lin巴);
fg巴ts(dummy，801，fp2); 

} 

} 

} 

fclose(fp2); 

} 

fclose( fp 1); 
/料***************料***************材*料***料***判*/

if( NULL == (fp2 = fopen( "out1ヘ "r"))) 
{ 
printf("￥n CANNOT OPEN OUτ'FILE￥n"); 

exit(1); 

} 

if( NULL == (fp3 = fopen( "out.ascヘ"w"))) 
{ 

printf("Vn CANNOT OPEN OUTFI印私");
巴xit(1);

} 
/****料********WRlTE HEADER ****************料**/

fprintf(fp3九∞Is%dVn"，(vmax -vmin + 1) * N); 
fprintf(fp3，"nrows %d￥n九(um砿・umin+ 1) * M); 

/**料*******Transverse projection 料************/

x∞r=(ー(umax* 3 +90)・3)*1000; /** units meters **/ 
y∞r=(vmin*4・120)*1000; 
fprintf(fp3，"xllcorner %d￥:n"，y∞r); 
fprintf(fp3，"yllcorner %d￥n"，xcor); 
fprintf( fp3，" cellsize 1肝'n");
fprint買fp3九odata_value 17￥"n"); 

/*****料****料***********料***************村*******/

mcodeu = umin; 

for( k = 0 ; k < 34 ; ++k){ 
printf("yoko[%2d] = %2d￥n"，k+ 1，yoko[k]); 
} 
for( b = 0 ; b < umax・umin+ 1 ; b++) 
{ 
for( k = 0; k < yoko[mcodeu] ; ++k) 

{ 
for(i = 0 ; i < M ; i ++ ) 

{ 
fscanf(fp2，"%d%ls%d%"，&mcodeu，dum，&mcodev); 
fsωnf(fp2，"%1s%d%1s"，dum，&line，dum); 
for(j = 0 ; j < N ; j ++ ) 
{ 
fscanf(fp2，"%2d"，&lu1); 
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/*fscanf(fp2，"%5d"，&g∞dev);*/ 
/*for( a = 0; a < gnum ; a++) 
{ 

if(g'∞dev == gcode[a])り
luse[ mcodev・v凶n][line・1m]= lu1; /* lu1・lu4，gcode*/ 
} 

mcodeu ++; 

for( k = 0;主<M;++k) 

for(j = 0 ; j < vmax -vrnin + 1 ; +吋)

for( i = 0 ; i < N ; ++i ) 

} 

fprintf(fp3， "%d "，luse[j][k][i]); 
luse[j][k][i] = 17; 

fprintf(fp3，"￥'n"); 

fclose(fp2); 

fclose(fp3); 
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付録2

SCA法プログラム
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/****** SPACIAL CORRELATION ANALYSIS METHOD PROGRAM ********/ 

#include<stdio.h> 
#include<stdlib.h> 

#include<math.h> 

#define T 800 

#define Y 600 

#define H 30 

mainO 

char 自leO[64]，file1 [64]; 
c1 [2]，c2[2] ，c3[2] ，c4[2] ，c5[2] ，c6[2]; 
i，k，num; 
n民，year，xa払，y科吋t，弘叫luse[3司][T+ l][Y + 1]; 
wι 
le巴vel，ρ刈c∞0叩unt[3司][ド10町]，heiki加n叫[3問3司][10叶];
bunsan[3] [10] ，corr，froot，ndata，bunsanx，slope; 
d白u叩urnx耽x丸X，dlル刈刈dl伽伽u町um汀1m町n町yy，払M帥'，dルdl伽u叩um町1
lum即lU叩.u町lm，lunum2，mnum，judge;
*fpO，*fp1; 

o
b
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-
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剖

剖
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g
u
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printf("￥nINP凹 FI団 -NAME:"); 

scanf("%s" ，fileO); 

p出 tf("組問UTNUMBER OF DATA :"); 

E回 nf(吻 r'，&ndata);

printf("￥nINPUT XX LANDUSE-CODE 0・3:"); 

S田nf("%d"，&lunum);

p白ltf("￥nINPUT YY LANDUSE-CODE 0・3:"); 

scanf("%d"，&lunum2); 

printf("￥nINPUT MESH-NUMBER :"); 

scanf(吻 d"，&mnum);

printf("￥nINPUT ANALYSIS YEAR￥n S51 = 0 ，S62 = 1 ，H03 = 2 :"); 
scanf("%d" ，&year); 

printf("￥nINPUTOU宵 I回 -NAME:");

scanf("%s"，file1); 

if( NULL == (fpO = fopen( fil巴0，"r" ))) 
{ 
pri酬明CANNOTOPEN INFILE : %s~n"，fileO); 

回 it(l);

} 
if( NULL == (fp1 = fopen( file1， "w" ))) 
{ 
printf("￥'n CANNOT OPEN OUTFILE : %s￥n"，file1); 
巴xit(l);

} 
/*****************************/ 

judge = 1; 
a= 2 * mnum; 

for( i = 1 ; i < T + 1 ; ++i ) 
{ 
for( k = 1 ; k < Y + 1 ; ++k ) 
{ 
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for( n = 0 ; n < 3 ; ++n ) 
luse[n][i][k] = 10; 

for( i = 0 ; i < 10 ; ++i ) 

for( n = 0 ; n < 3 ; ++n ) 
count[n][i] = 0 ; 

for( z = 0 ; z < a + 1 ; ++z ) 

for( w = 0 ; w < a + 1 ; ++w) 

syy[w][z] = sxy[w][z] = 0; 

sxx = 0; 
/************** READ ***事事**********/

for( i = 0 ; i < ndata ; ++i ) 

{ 
fscanf(fpO，"%d%ls%d%ls%d%ls"，&num，c1，&xa，c2，&ya，c3); 
fscanf(fpO，"%d%ls"，&luse[0][xa][ya]，c4); 
fscanf(fpO， "%d%ls" ，&luse[l][ xa][ya ]，c5); 
fscanf(fpO，"%d%ls"，&luse[2][xa] [ya]，c6); 
fscanf(fpO，" %f% ls" ，&level，c1); 
fscanf(fpO，"%f%ls%d"，&slope，c2，&hval[xa][ya]); 

if(hval[xa][ya] != judge) 

{ 
for( n = 0 ; n < 3 ; ++n ) 

{ 
switch(luse[ n] [xa][ya]) 
{ 
case 0: 

∞unt[n][O] ++; break; 
case 1: 
count[n][l] ++; break; 
case 2: 

∞unt[n][2] ++; break; 
case 3: 

∞unt[n][3] ++; break; 
case 4: 
count[n][4] ++; break; 
case 5: 

∞unt[n][5] ++; break; 
case 6: 
count[n][6] ++; break; 
case 7: 

count[n][7] ++; break; 
case 8: 

count[n][8] ++; break; 
case 9: 

∞unt[n][9] ++; break; 
default: 
printf("unrecognaized : %d人luse[n] [xa] [ya]); 
printf(" t : %d， y :%d￥n"，xa，ya); 

137 



j**********料 ***********************j

for( i = 0 ; i < 10 ; ++i ) 

{ 
for( n = 0 ; n < 3 ; ++n ) 

{ 
heikin[n][i] = count[n][i] j ndata; 

} 

j**************** SCA ANALYSIS 料*材料******料***料*j

for( i = 1; i < T+1 ; ++i) 

{ 
for( k = 1 ; k < Y + 1 ; ++k) 

{ 

if( luse[year][k][i] != 10 ) 

{ 
if( luse[year][k][i] == lunum && hval[k][i] != judge) 

{ 
dumxx = (1・heikin[year][lunum])*(1・heikin[year][lunum]); 

sxx += dumxx ; 

for( z = 0 ; z < a + 1 ; ++z ) 

{ 

} 
巴lse

{ 

t1 = z・mnum;
for( w = 0 ; w < a + 1 ; ++w ) 

{ 

} 
} 

h1 =w-mnum; 
if( luse[year][k+h1 ][i+t1] != 10 ) 

{ 
立'(luse[year][k+h1][i+t1] == lunum2) 
{ 
dumyy = (1・heikin[year][lunum2])*(1・heikin[year][lunum2]); 

syy[w][z] += dumyy ; 

dumxy = (1・heikin[year][lunum])*(l・he出n[year][lunurn2]);
sxy[w][z] += dumxy ; 

} 
else 

{ 
dumyy = (0 ・heikin[year][lunum2]) *(0 -heikin[year] [lunum2]); 

syy[w][z] += dumyy ; 
dumxy = (1・heikin[y悶 ][lunum])*(O-heikin[year][lunum2]); 

sxy[w][z] += dumxy ; 

} 
} 

dumxx = (0・heikin[year][lunum])*(0 -heikin[year][lunum]); 

sxx += dumxx ; 

for( z = 0 ; z < a + 1 ; ++z ) 

{ 
t1 =z-mnum; 
for( w = 0 ; w < a + 1 ; ++w ) 

{ 
h1 =w-mnum; 

江(luse[year][k+h1 ][i+t1] != 10 ) 
{ 
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} 

} 

} 

} 
} 

i買luse[year][k+h1][i+t1]== lunum2) 
{ 
dumyy = (1 -heikin[year][lunum2])*(1 -heikin[year][lunum2]); 
syy[w][z] += dumyy ; 
dumxy = (0・heikin[year][lunum]) *(1・heikin[year][lunum2]); 
sxy[w][z] += dumxy ; 
} 

巴lse
{ 

} 
} 
} 

dumyy = (0・heikin[year][lunum2])*(O・heikin[year][lunum2]); 
syy[w][斗+=dumyy; 
dumxy = (0 -heikin[year][lunum])*(O -heikin[year][lunum2]); 
sxy[w][z] += dumxy ; 

/*******料****材料本**** OUTPUT *********ホ*料**本*材料*****端本****/

for( z = 0 ; z < a + 1 ; ++z ) 
{ 
for( w = 0 ; w < a + 1 ; ++w ) 
{ 
台oot= sqrt( sxx本syy[w][z]);
∞rr = sxy[w][z]/froot; 
fprintf(fp1，"%8.4f'，corr); 
} 

fprintf(fp1，"Vn"); 
} 

bunsanx = sxx / ndata ; 
printf("bunsanx = %7.4f干n"，bunsanx);
printf("heikin[%d][%d] = %3.2飴 1"，year，lunum， 100*heikin[year] [lunum]); 
printf("heikin[%d][%d] = %3.2由1"，year，lunum2， 1 00本heikin[year][lunum2]); 
fc10s巴(fpO);
fc1ose( fp 1); 
} 
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付録3

GWRプログラム
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/**********帥********GEOGRAPHICALLY WEIGHτ'ED REGRESSION ***************紳******1

#血clude<stdio.h>

#include<stdlib .h> 

#加clude<math.h> 

#defmeN 10 /** ncol cannot ca1uculatioがり
#deftne M 60000 1紳 nrow料/
#de血leP 60000 1** sub dataset **/ 
#deftneD 30 
#de白leLOG2 0.693147180559945309417232121458L 

#deftne SQRT2 1.41421356237309504880168872421L 

#de白leNN9

#deftne PIVOT町G1 /**** 1 :pivoting ; O:no pivoting ****/ 

long double llog_cf(float dumaic) 

ma加o

泊tii， kk:; 
long double ss; 

if(dumaic <= O){ 

fp血tf(stderr，"llog_cf(AIC):dumaic <= O/n");retum 0; 

frexp(dumaic / SQRT2， &kk:); 
dumaic /= ldexp(I，kk:); 
dumaic--; ss = 0; 

for( ii = NN; ii >= 1; ii ー)
ss = ii * dumaic / (2 +経*dumaic / ( 2 *姐+1 + ss )); 
retumLOG2 *肱+dumaic / (1 + ss); 

char 

unsigned long 

float 
自oat

float 

float 

float 

float 

float 

float 

double 
int 

int 

int 
FILE 

fileO[64]，filel[64]，file2[64]，file3[64]，dum[8]，dummy[5300]; 
xcor，ycor，a1lrow，number; 
sx[N][N]，v紅iy[P]，v紅ix[N][P]，xx，yy，x滋 is，y拡 is，minv;
sumy，sumx[N]，avery，averx[N]，b佃 dw，ca1sx[N][N]，町'Owv[240][240];
ncol，nrow，dumsx[N] [N]，dumsxy[悶，dumsyy，dx，dy;
coe町N]，dcoeff[N]，dumx[N][M]，dumy[M]，dumaic，aicv; 
rsqu紅.e[240][240]，aic[240] [240]，weight，sxyroot[N]，pivosx[N] [N ]; 
cvscore，aicsco白川町'，truex[N]，fitvy，fitaic，sxx，sxy，dumr;
rangea，rangeb，x1，x2，fxl，fx2; 
f1，f2，asc田町N][240][240]; 
p，d，max，dum戸1;
a，k，i，j，b，s，num，gcode，dist，aa，xふcount，ca1，q;
xmax，ymax，xmin，戸凶n，jud，co，count2，nouti;
endana，vmax， vmin，umax，umin，xv，yv; 
*fpO， *fpl， *fp2， *fp3， *fp[N+l]; 

/*****紳***紳***INFILE-NAME **紳*********/

p出ltf("￥n");

printf("剖PUT町 FlLE-NAMEout1 ?:"); 
sc佃 f("%s"，fileO);
江(NULL = (fpO = fopen( fileO， "r" ))) 

printf("￥'n CANNOT OPEN町FILE: %s~n"，fileO); 

exit(I); 

/材料**********OUTFILE-NAME料****帥*********/

printf("￥nINPUTOUl下ILE-NAMEtestout?:"); 

sc佃 f("%s"，filel);
if( NULL == (fpl = fopen( filel， "w" ))) 
{ 
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printf("￥n CANNOT OPEN OUTFILE : %8￥~n"瓜lel);

exit(I); 

printf("￥n刑PUT2由-INFILE-NAMEout2?:"); 
scanf("%s" ，file2); 
if( NULL == (fp2 = fopen( file2， "r" ))) 

printf("￥n CANNOT OPEN INFILE : %s￥"n "，file2); 
exit(1); 

printf("￥n町PUTbandwidth :"); 
scanf("%f'ぷbandw);

/キ***場事*本事**キキ***キ**事********キ****キ***本*1

printf("￥n闘 PUTNUMBER OF independent variables : "); 
sc叩 f("%f'，&ncol); 
printf("￥'n"); 

p血ltf("￥nINPUT NUMBER OF NOUTI: "); 
scanf("%d" ，&nouti); 
printf("￥n・');

printf("￥n町PUTfilename for nrow : "); 
sc創u("%s"，日le3);
p出ltf(写'n");

nouti = nouti・1;
num = ncol/l; 

allrow = 57313; 
/榊*紳紳紳紳***剖ITlALVALUE *紳紳紳*****材料*****1

jud = O;co = 0;∞unt2 = 0; minv = 90000; 
umax = 18; vmax = 24; umin = 11; vmin = 19; 

endana=O; 
cvscore = 0; 
f1 = (3・sqrt(5))12; f2 = (sqrt(5)幽 1)12; 
rangea=O; 
rangeb = bandw; 
cal = 1; 

xl = rangea + f1申(rangeb -rangea ); 
x2 = rangea + f2 * ( rangeb -rangea ); 
printf("initial value xl，x2 =( %4.lf，%4.1f)￥nヘxl，x2);
bandw=x2; 
for( x = 0 ; x < 240 ; x++ ) 

for( y =0; y < 240; y++) 

rsquare[x][y] = 0; nrowv[x][y] = 0; 

for(i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 
ascoe町i][x][y]= 0; 

for(k=O;k<P;k++) 

dumy[k] = 200; 
for( j = 0 ; j < ncol; j++ ) dumx[j][k] = 0; 

1**紳******料**READ酎GDATA紳**紳*******紳**紳*帥*****紳**紳**滑り

for( k = 0 ; k < allrow ; k++ ) 

fscanf(fpO，"%d%ls%d%ls"，&number，dum，&gcode，dum); 
fsc佃 f(fpO，"%f%ls%f%ls"，&xaxis，dum，&y眠 is，dum);
fscanf(fpO， "%f% 1 s" ，&dumy[number]，dum); 
for( j = 0 ; j < ncol ; j++ ) 
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fsc副賞fpO，"%f%ls"，&dumx[j][number]，dum);

fscanf(fpO，吻f'，&dumx[j] [number]); 

fclose(fpO); 
/*本*本********傘*******申SELECTDATA SET ************************/ 

for( q = 0 ; q < 1000 ; q ++) 

printf( "￥:n rangea = %1O.2f rangeb = %10.2f Vn"，r加 gea，rangeb); 
printf( "￥n q = %d bandw = %1O.3f ￥n"，q，bandw); 
count = 3000; 

for( aa = 0 ; aa < 18078; aa ++ ) /*18078*/ 

u( aa >= count) 

printf("制 =%d￥:n"，aa);
count += 3000; 

fsc岨 f(fp2，"%d%Is%f% Is%f" ，&number，dum，&xx，dum，&yy); 
xv = xx /l; yv = yy /l; i = 0; 

for( j = 0 ; j < ncol ; j++ ) ( 

sumx[j] = 0; 

sumy = 0; truey = dumy[number]; 

if( dumx[nouti][number] !=O) 

count2 ++; 

for(j=O;j<n∞1; j++) 

truex[j] = dumx[j][number]; 

m凶n=xx向 D;xmax=xx +D; ymin=yy-D; ymax=yy+D; 

if( xmin <= 0) xmin = 0; 

u( xmax >= 240 )氾nax= 240; 

慣ymin<=0) 戸凶n=O;
u( ymax >= 240) ymax = 240; 

for( x =刃凶n;x < xmax + 1; x++) 

for( y = ymin ; y < ymax + 1; y++) 

dist = (xx -x)*(日岨x)+ (yy -y)*(yy同 y);

u( dist != 0 11 endana == 1 ) 

百(dist<= D*D && dumy[x + (y * 240)] != 200 && dumx[nouti][x + (y * 240)] !喝)

weight = exp( -dist / (b組 dw*b阻 dw));

V紅iy[i]= weight * dumy[x + (y * 240)]; 
sumy += variy[i]; 

for( j = 0 ; j < ncol; j++ ) 

varix[j][i] = weight * dumx[j][x + (y * 240)]; 

sumx[j] += varix[j][i]; 

i++; 
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nrow =1; 

nrowv[xv)[yv] = nrow; 

if( nrow < minv ){ 
p血tf("%lO.3f￥n"，町ow);
mmv=nrow; 

fp血ltf(fpl，"%lO.3f￥n"，nrow);
1***ネ****水*事**AVERAGE*キ*キ*************場***1

avery = sumy 1 nrow; 1紳 indicatey-v紅iable紳/
for( i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 
{ 

averx[i] = sumx[i] 1 nrow; 1**凶dicatex-variable **1 
} 

1*紳****紳sxx紳紳料***紳*********1
for( k = 0 ; k < ncol ; k++ ) 

for( j = 0 ; j < ncol ; j++ ) 

dumsx[k]u] = 0; 

for(主=0 ; k < ncol ; k++ ) 

for( i = 0 ; i < nrow ; i++ ) 

for( j = 0 ; j < ncol ; j++ ) 

dumsx[k]u] += (varix[孟][i]・averx[k])*(varix[j][i]・averx日]);

for(i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 

for( j = 0 ; j < ncol ; j++ ) 

sx[j][i] = dumsx[j][i] 1 nrow; 

1*材料紳紳紳SYY& SXY ********紳***紳紳**1

dumsyy=O; 

for(j = 0 ; j < ncol ; j++ ) 

dumsxy[j] = 0; 

for(i = 0 ; i < nrow ; i++ ) 

dumsyy += (variy[i]・avery)*(v紅iy[i]・avery);

for( i = 0 ; i < nrow ; i++ ) 

for(j = 0 ; j < ncol ; j++ ) 

dumsxy[j] += ( variy[i]・avery)*( varix日][i]・averx[j]);

for( j = 0 ; j < ncol ; j++ ) 

sx[j][num] = dumsxy[j] 1 nrow; 
sx[num] [j] = dumsxy[j] 1 nrow; 
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sx[num][num] = dumsyy / nrow; 
/**ネ*****ネ***キ**FOR STANDARD ******************キ**キ*********/

for( i = 0 ; i < ncol + 1 ; i ++ )( 

for(j = 0 ; j < ncol + 1 ; j ++ ) 
calsx[i][j] = sx[i]日];

/************** REGRESSION ANALYSIS **********キ**キ***********キ/

#if PIVOTING == 0 
for(i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 

sxx = sx[i][i]; 

for( j = 0 ; j < ncol + 1 ; j++ ) 

sx[i]日]= sx[i]fj] / sxx; 

for(j = 0 ; j < ncol + 1 ; j++ ) 

if(j != i) 

sxy = sx[j][i]; 
for( k = 0 ; k < ncol + 1 ; k++ )( 

sxU][k] = sxU][同-sxy*sx凹[k]; 

for( i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 

dcoe町i]= sx[i][num]; 
/********************キ*******************************キ**********/

#elifPIVOτ1NG=l 

for(i = 0 ; i < ncol + 1 ; i ++ )( 

for( j = 0 ; j < ncol + 1 ; j ++ ) 

pivosx[i]fj] = calsx旧日];

for( k=O ; k < num ; k++ ) 

m眠 =O;s=孟;

for(j = k ; j < num ; j++ ) 

if( fabs(pivosx[j][k]) > max){ 
m阻=fabs(pivosxU][k]); s = j; 

if( m砿 =O){
jud = 1; co ++; break; 

for( j = 0 ; j <= num + 1 ; j ++ ) 

dumyn = pivosx[回目];
pivosx[k]日]= pivosx[s]日];

pivosx[s]日]=dum戸;

p = pivosx[k][同;

for( j = k ; j < num+ 1 ; j++ ) 

pivosx[k]fj] = pivosx[同日]/ p; 
for( i = 0 ; i < num ; i++ ) 

if( i != k){ 
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d = pivosx[i][k]; 

for( j = k ; j < num + 1 ; j++ ) 
pivosx[i][j] = pivosx[i][j]・d* pivosx[k]日];

if(jud == 1) 

jud =0; 

for(i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 

dcoe町i]= 0; 
仕uey= 0; avery = 0; 

else 

for( i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 
dcoe町i]= pivosx[i][num]; 

1********キ*******************本**帥***噂********串**キ****ホ/

#endif 
1*材料紳 coefficient *******1 
for(i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 

sxyroot[i] = sqrt(calsx[i][i] 1 calsx[num][num]); 
coe町i]=dcoe町i]* sxyroot[i]; 

if( endana == 1) 

dumr=O; 

for(i = 0 ; i < ncol; i++ ) { 
dumr += calsx[num][i] * dcoe町日;

rsquare[xv][yv] = du凹 1calsx[num][num]; 

if( endana == 1 ) 

for(i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 

ascoe町i][xv][yv]= coe町i];

1****** CV SCORE字本******1
fitvy = 0; 
for( i = 0 ; i < ncol ; i++ ) { 
fitvy += (回目[i]- averx[i]) * dc田町i]; 

cvscore += (truey -avery輔自tvy)*(加 ey-avery噌 fitvy);
/キキ****AIC **本*****1

if( endana == 1) 

自taic= 0; 

aicscore = 0; 

for(i = 0 ; i < nrow ; i ++ ){ 
for(j = 0 ; j < ncol ; j++ ) { 
fitaic += (varix[j][i]・ averx[j])* dcoeff[j] ; 

aicscore += (variy[i] -avery・fitaic)*( variy[i]・avery-fitaic); 
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dumaic = aicscore 1 nrow ; 
aicv = llog_cf(dumaic); 

aic[xv][yv] = nrowキaicv+ 2 * ncol ; 

1*************************キ*キ*キ****場********1
} 

printf("count2 = %d:￥n"，count2);count2 = 0; 
printf("CV-SCORE = %1O.3f ￥nぺcvscore);

1******** golden section reserch **********1 
if( q == 0) 1*材料泊itialroop **紳*1

fx2 = cvscore; 

bandw =x1; 

} 

else 

if( cal == 1 ) fxl = cvscore; 

if( cal = 2 ) fx2 = cvscore; 
fprintf(fpl，"%1O.3f，%1O.3f￥n"，bandw，cvscore); 
printf("x2・xl=%8.2f￥n"，sqrt((x2・xl)* (x2圃 xl)));
if( endana == 1) 

for( y = 0 ; y < 240 ; y++ ) 

for( x = 0 ; x < 240 ; x ++ ) 

fp白ltf(fp3，"%15.3f"，nrowv[x][y]); 
for( i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 
fprintf(fp[i]，"%7.3f" ，ascoe町i][x][y]);
fprintf(fp[i]，"%5.3f "，rsquare[x] [y]); 
fp出ltf(fp[i+l]，"%15.3f"，aic[x] [y]); 

for( i = 0 ; i < ncol ; i++ ) 
fclose(fp[i]); 

break:; 

1**************キ***********キ********ホ******本**キキ******ホ******キ*1
if(sqrt((x2幽x1)* (x2・x1))< 100.0) 

endana= 1; 
凶(cal=l)

if( fxl > fx2 ) bandw = x2; 

if(cal=2) 

if( fxl < fx2) bandw = xl; 

1*傘**********************紳**ホ*********本*******************喉***1
if( endana == 1) 

printf("end of組 alysisi'n"); 
xcor= (司(um位*3 + 90)司3)*1000; 1** units meters **1 
ycor = (( vmin + 1 ) * 4 -120 )*1000 ; 
for(i = 0 ; i < ncol + 1 ; i++ ) 
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{ 

if( i < num){ 
printf("￥ri INPUT %dth OU宵 ILE-NAME:ヘi+ 1); 
sc佃 f("%s"，fileO);

else 

printf("￥"n INPUT OUTFILE-NAME for R2:"); 
scanf("%s"，自leO);

if( NULL == (fp[i] = fopen( fil巴0，"w" ))) 

printf作 riCANNOT OPEN町FILE: %s¥fn"，fileO); 
exit(1); 

fp血ltf(fp[i]，"ncols%d￥:n"，(vmax・vmin+ 1) * 40); 
fp出ltf(fp[i]，"nrows%d￥:n"，(um砿・umin+ 1) * 30); 
fp白ltf(fp[i]，"xllcomer%d;￥ri"，ycor); 
fprintf(fp[i]， "yllcomer %d￥~n" ，xcor); 

fp巾ltf(fp[i]， "cells包e100￥it"); 

printf("￥"nINPUTOUτ'FlLE-NAME for AIC:"); 

sc組 f("%s"，fileO); 
if( NULL == (fp[i] = fopen( fileO， "w" ))) 

printf("￥ri CANNOT OPEN INFILE : %s￥"n"，fileO); 
exit(I); 

fp也ltf(fp[i]，"ncols%d￥nぺ(vm砿・vmin+ 1) * 40); 
fprintf(fp[i]， "町ows%d￥ri"，(umax-umin + 1) * 30); 
fp出ltf(fp[i]，"xllcomer%d￥ri"，ycor); 
fp血ltf(fp[訂，"yU∞mer%d￥:n"，xcor);
fp白ltf(fp[i]，"cellsize 100￥"ntl); 
if( NULL == (fp3 = fopen(白le3，"w" ))) 

printf(写:nCANNOT OPEN INFILE : nrow.asc￥:n"); 

exit(I); 

fp白ltf(fp丸、cols%d￥"n"，(vmax -vmin + 1) * 40); 
fp白ltf(fp3，"nrows%d￥ri"，(umax・umin+ 1) * 30); 
fp血ltf(fp3，'・xllcomer%d￥ri"，ycor);
fp.血ltf(fp3，"yllcomer%d￥.n"，xcor); 
fp出ltf(fp3，"cellsize100￥:n"); 

else 

if( fxl < fx2 ) 

r叩 geb=x2; 

x2 =xl; 

xl = rangea + f1 * ( rangeb開 rangea); 
bandw =xl; 

cal = 1; 
f泣=cvscore; 

else 
{ 

rangea = xl; 

xl =x2; 
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x2 = rangea +包*(rangeb・rangea); 

bandw =x2; 
cal = 2; 
fxl = cvscore; 

p出ltf("xl，x2=( %4.lf，%4.lf)￥n"，xl，x2); 

rewind(fp2); 

cvscore = 0; 
printf("nodata count = %d￥~n"，co); 

co=O; 

1*********キ*********キキキ***************紳*キ**1

fclose(fpl); 
fclose(fp2); 
} 
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